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【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年９月４日

【会社名】 ＣＲＧホールディングス株式会社

【英訳名】 ＣＲＧ　ＨＯＬＤＩＮＧＳ　ＣＯ．，ＬＴＤ．

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　古澤　孝

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿二丁目１番１号

【電話番号】 03-3345-2772（代表）

【事務連絡者氏名】 上席取締役管理本部長兼ＣＦＯ　　小田　康浩

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区西新宿二丁目１番１号

【電話番号】 03-3345-2772（代表）

【事務連絡者氏名】 上席取締役管理本部長兼ＣＦＯ　　小田　康浩

【届出の対象とした募集(売出)有価証券の

種類】

株式

【届出の対象とした募集(売出)金額】 募集金額

ブックビルディング方式による募集　　　　       476,850,000円

売出金額

(引受人の買取引受による売出し)

ブックビルディング方式による売出し 　　　      816,000,000円

(オーバーアロットメントによる売出し)

ブックビルディング方式による売出し　 　　　    206,550,000円

(注)　募集金額は、有価証券届出書提出時における見込額（会社法上の

払込金額の総額）であり、売出金額は、有価証券届出書提出時に

おける見込額であります。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】
　

種類 発行数(株) 内容

普通株式 550,000 (注)３

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社におけ

る標準となる株式であります。

なお、単元株式数は100株であります。
 

(注) １　平成30年９月４日開催の取締役会決議によっております。

２　当社は、平成30年９月４日開催の取締役会において、当社の発行する株式を下記振替機関(社債、株式等の

振替に関する法律第２条第２項に規定する振替機関をいう。以下同じ。)にて取扱うことについて同意する

ことを決議しております。

名称　　株式会社証券保管振替機構

住所　　東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

３　発行数については、平成30年９月19日開催予定の取締役会において変更される可能性があります。

４　「第１　募集要項」に記載の募集(以下、「本募集」という。)並びに「第２　売出要項」の「１　売出株式

(引受人の買取引受による売出し)」及び「２　売出しの条件(引受人の買取引受による売出し)」に記載の引

受人の買取引受による売出しにあたっては、その需要状況を勘案し、オーバーアロットメントによる売出し

を追加的に行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「第２　売出要項」の「３　売出株式(オーバー

アロットメントによる売出し)」及び「４　売出しの条件(オーバーアロットメントによる売出し)」をご参

照ください。

５　オーバーアロットメントによる売出しに関連して、上記とは別に平成30年９月４日開催の取締役会におい

て、大和証券株式会社を割当先とする第三者割当増資を行うことを決議しております。なお、その内容につ

いては、「募集又は売出しに関する特別記載事項 ２．第三者割当増資とシンジケートカバー取引につい

て」をご参照ください。

６　本募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされておりますが、

その内容につきましては、「募集又は売出しに関する特別記載事項　３．ロックアップについて」をご参照

ください。
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２ 【募集の方法】

平成30年10月１日に決定される引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「４　株式の引受け」欄記

載の金融商品取引業者(以下、「第１　募集要項」において「引受人」という。)は、買取引受けを行い、当該引受価

額と異なる価額(発行価格)で募集を行います。

引受価額は発行価額(平成30年９月19日開催予定の取締役会において決定される払込金額と同額)以上の価額となり

ます。引受人は払込期日に引受価額の総額を当社に払込み、本募集における発行価格の総額との差額は引受人の手取

金といたします。当社は、引受人に対して引受手数料を支払いません。

なお、本募集は、株式会社東京証券取引所(以下、「取引所」という。)の定める「有価証券上場規程施行規則」第

233条の規定に定めるブックビルディング方式(株式の取得の申込みの勧誘時において発行価格又は売出価格に係る仮

条件を投資家に提示し、株式に係る投資家の需要状況を把握した上で発行価格等を決定する方法をいう。)により決定

する価格で行います。

 

区分 発行数(株) 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

入札方式のうち入札による募集 ― ― ―

入札方式のうち入札によらない募集 ― ― ―

ブックビルディング方式 550,000 476,850,000 280,500,000

計(総発行株式) 550,000 476,850,000 280,500,000
 

(注) １　全株式を引受人の買取引受けにより募集いたします。

２　上場前の公募増資等を行うに際しての手続き等は、取引所の定める有価証券上場規程施行規則により規定さ

れております。

３　発行価額の総額は、会社法第199条第１項第２号所定の払込金額の総額であり、有価証券届出書提出時にお

ける見込額であります。

４　資本組入額の総額は、資本金に組入れる額の総額であり、有価証券届出書提出時における想定発行価格

(1,020円)の２分の１相当額を資本金に組入れることを前提として算出した見込額であります。

５　有価証券届出書提出時における想定発行価格(1,020円)で算出した場合、本募集における発行価格の総額(見

込額)は561,000,000円となります。
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３ 【募集の条件】

(1) 【入札方式】

① 【入札による募集】

該当事項はありません。

 

② 【入札によらない募集】

該当事項はありません。

 

(2) 【ブックビルディング方式】

 
発行価格
(円)

引受価額
(円)

発行価額
(円)

資本組入
額(円)

申込株数
単位(株)

申込期間
申込証拠
金(円)

払込期日

未定
(注)１

未定
(注)１

未定
(注)２

未定
(注)３

100
自　平成30年10月２日(火)
至　平成30年10月５日(金)

未定
(注)４

平成30年10月９日(火)
 

(注) １　発行価格はブックビルディング方式によって決定いたします。

発行価格の決定に当たり、平成30年９月19日に仮条件を決定する予定であります。

当該仮条件による需要状況、上場日までの価格変動リスク等を総合的に勘案した上で、平成30年10月１日に

発行価格及び引受価額を決定する予定であります。

仮条件は、事業内容、経営成績及び財政状態、事業内容等の類似性が高い上場会社との比較、価格算定能力

が高いと推定される機関投資家等の意見その他を総合的に勘案して決定する予定であります。

需要の申告の受付けに当たり、引受人は、当社株式が市場において適正な評価を受けることを目的に、機関

投資家等を中心に需要の申告を促す予定であります。

２　平成30年９月19日開催予定の取締役会において、発行価額を決定する予定であります。また、前記「２　募

集の方法」の冒頭に記載のとおり、発行価格と発行価額及び平成30年10月１日に決定する予定の引受価額と

は各々異なります。募集株式は全株を引受人が買取ることとしており、発行価格と引受価額との差額の総額

は、引受人の手取金となります。

３　平成30年９月４日開催の取締役会において、増加する資本金及び資本準備金に関する事項として、増加する

資本金の額は、会社計算規則第14条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計

算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとすること、及び増加する資本準備金

の額は、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額とすることを決議しております。この

取締役会決議に基づき、平成30年10月１日に資本組入額(資本金に組入れる額)を決定する予定であります。

４　申込証拠金は、発行価格と同一の金額とし、利息をつけません。

申込証拠金のうち引受価額相当額は、払込期日に新株式払込金に振替充当いたします。

５　株式受渡期日は、平成30年10月10日(水)(以下、「上場(売買開始)日」という。)の予定であります。当社普

通株式の取引所への上場に伴い、株式会社証券保管振替機構が振替機関として当社普通株式を取扱う予定で

あり、上場(売買開始)日から売買を行うことができます。なお、当社は株券を発行しておらず、株券の交付

は行いません。

６　申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７　申込みに先立ち、平成30年９月21日から平成30年９月28日までの間で引受人に対して、当該仮条件を参考と

して需要の申告を行うことができます。当該需要の申告は変更又は撤回することが可能であります。販売に

当たりましては、取引所の「有価証券上場規程」に定める株主数基準の充足、上場後の株式の流通性の確保

等を勘案し、需要の申告を行わなかった投資家にも販売が行われることがあります。

引受人及びその委託販売先金融商品取引業者は、各社の定める配分の基本方針及び社内規則等に従い販売を

行う方針であります。配分の基本方針については各社の店頭における表示又はホームページにおける表示等

をご確認ください。

８　引受価額が発行価額を下回る場合は株式の募集を中止いたします。 

 
① 【申込取扱場所】

後記「４　株式の引受け」欄の引受人及びその委託販売先金融商品取引業者の全国の本支店及び営業所で申込

みの取扱いをいたします。
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② 【払込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社三菱ＵＦＪ銀行　渋谷明治通支店 東京都渋谷区渋谷一丁目15番21号
 

(注)　上記の払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。

 
４ 【株式の引受け】

 

引受人の氏名又は名称 住所
引受株式数

(株)
引受けの条件

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 550,000

１　買取引受けによります。
２　引受人は新株式払込金と

して、平成30年10月９日
までに払込取扱場所へ引
受価額と同額を払込むこ
とといたします。

３　引受手数料は支払われま
せん。ただし、発行価格
と引受価額との差額の総
額は引受人の手取金とな
ります。

計 ― 550,000 ―
 

(注) １　引受株式数は、平成30年９月19日開催予定の取締役会において決定する予定であります。

２　上記引受人と発行価格決定日(平成30年10月１日)に元引受契約を締結する予定であります。ただし、元引受

契約の締結後、同契約の解除条項に基づき、同契約を解除した場合、株式の募集を中止いたします。
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５ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

561,000,000 7,000,000 554,000,000
 

(注) １　払込金額の総額は、引受価額の総額であり、有価証券届出書提出時における想定発行価格(1,020円)を基礎

として算出した見込額であります。平成30年９月19日開催予定の取締役会で決定される会社法第199条第１

項第２号所定の払込金額の総額とは異なります。

２　発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税(以下、「消費税等」という。)は含まれておりません。

３　引受手数料は支払わないため、「発行諸費用の概算額」は、これ以外の費用を合計したものであります。

 
(2) 【手取金の使途】

上記の手取概算額554,000千円及び「１　新規発行株式」の（注）５に記載の第三者割当増資の手取概算額上限

205,827千円については、①業務効率向上のためのシステム開発、②事業拡大を目的とした新規出店に係る内

装、造作等及び保証金、③財務体質の改善及び経営基盤安定化を目的とした金融機関からの短期借入金返済、

④人員の拡大に伴う本社オフィス増床に伴う追加敷金、⑤優秀な人員の確保を目的とした正社員の中途採用手

数料に充当する予定であります。具体的には以下のとおりです。

 

① 業務効率向上のための当社グループ基幹システム「Ｃ３」の追加機能開発並びにＡＩマッチングシステム

の開発に係る以下の支出として252,800千円

・平成31年９月期：基幹システム「Ｃ３」の追加機能開発104,000千円、ＡＩマッチングシステムの開発

46,800千円、計150,800千円

・平成32年９月期：基幹システム「Ｃ３」の追加機能開発52,000千円、ＡＩマッチングシステムの開発

50,000千円、計102,000千円

 
② 事業拡大を目的とした株式会社キャスティングロード及び株式会社ジョブスにおける新規出店に係る内

装、造作等及び保証金として165,000千円（平成31年９月期：66,000千円、平成32年９月期：99,000千円）

 
③ 財務体質の改善及び経営基盤安定化を目的とした金融機関からの短期借入金の返済資金として293,267千円

（平成31年９月期：293,267千円）

 

④ 人員の拡大に伴う本社オフィス増床に伴う追加敷金として33,760千円（平成31年９月期：33,760千円）

 

⑤ 優秀な人材の確保を目的とした正社員の中途採用手数料として15,000千円（平成31年９月期：7,500千円、

平成32年９月期：7,500千円）

 

なお、具体的な充当時期までは、安全性の高い金融商品等で運用する方針であります。

　

　（注）　設備資金の内容については、「第二部　企業情報　第３　設備の状況　３　設備の新設、除却等の計画」の

項をご参照下さい。
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第２ 【売出要項】

 

１ 【売出株式(引受人の買取引受による売出し)】

平成30年10月１日に決定される引受価額にて、当社と元引受契約を締結する予定の後記「２　売出しの条件(引受人

の買取引受による売出し)　(2)ブックビルディング方式」に記載の金融商品取引業者(以下、「第２　売出要項」にお

いて「引受人」という。)は、下記売出人から買取引受けを行い、当該引受価額と異なる価額(売出価格、発行価格と

同一の価格)で売出しを行います。引受人は株式受渡期日に引受価額の総額を売出人に支払い、引受人の買取引受によ

る売出しにおける売出価格の総額との差額は引受人の手取金といたします。売出人は引受人に対して引受手数料を支

払いません。

 

種類 売出数(株)
売出価額の総額

(円)
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

普通株式

入札方式のうち入札
による売出し

― ― ―

入札方式のうち入札
によらない売出し

― ― ―

ブックビルディング
方式

800,000 816,000,000

東京都港区

井上　弘

750,000株

東京都豊島区

古澤　孝

50,000株

計(総売出株式) ― 800,000 816,000,000 ―
 

(注) １　上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の定める有価証券上場規程施行規則により規定されて

おります。

２　振替機関の名称及び住所は、「第１　募集要項　１　新規発行株式」の(注)２に記載した振替機関と同一で

あります。

３　「第１　募集要項」における株式の募集を中止した場合には、引受人の買取引受による売出しも中止いたし

ます。

４　売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格(1,020円)で算出した見込額であります。

５　売出数等については今後変更される可能性があります。

６　本募集並びに引受人の買取引受による売出しにあたっては、その需要状況を勘案し、オーバーアロットメン

トによる売出しを追加的に行う場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しについては、「３　売出株式(オーバーアロットメントによる

売出し)」及び「４　売出しの条件(オーバーアロットメントによる売出し)」をご参照下さい。

７　本募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされておりますが、

その内容につきましては、「募集又は売出しに関する特別記載事項　３．ロックアップについて」をご参照

下さい。

 

EDINET提出書類

ＣＲＧホールディングス株式会社(E34352)

有価証券届出書（新規公開時）

  7/131



 

２ 【売出しの条件(引受人の買取引受による売出し)】

(1) 【入札方式】

① 【入札による売出し】

該当事項はありません。

 

② 【入札によらない売出し】

該当事項はありません。

 

(2) 【ブックビルディング方式】

 
売出価格
(円)

引受価額
(円)

申込期間
申込株数
単位(株)

申込証拠
金(円)

申込受付場所
引受人の住所及び氏名
又は名称

元引受契
約の内容

未定
(注)１
(注)２

未定
(注)２

自　平成30年
10月２日(火)
至　平成30年
10月５日(金)

100
未定
(注)２

引受人及びその委
託販売先金融商品
取引業者の本支店
及び営業所

東京都千代田区丸の内
一丁目９番１号
大和証券株式会社
 
東京都千代田区丸の内
二丁目５番２号
三菱ＵＦＪモルガン・
スタンレー証券株式会
社
 
東京都港区六本木一丁
目６番１号
株式会社ＳＢＩ証券
 
愛知県名古屋市中村区
名駅四丁目７番１号
東海東京証券株式会社
 
大阪府大阪市中央区本
町二丁目６番11号
エース証券株式会社
 
東京都港区赤坂一丁目
12番32号
マネックス証券株式会
社
 
東京都中央区日本橋二
丁目３番10号
水戸証券株式会社
 
東京都千代田区大手町
一丁目５番１号
みずほ証券株式会社

未定
(注)３

 

(注) １　売出価格の決定方法は、「第１　募集要項　３　募集の条件　(2)ブックビルディング方式」の(注)１と同

様であります。

２　売出価格、引受価額及び申込証拠金は、ブックビルディング方式による募集の発行価格、引受価額及び申込

証拠金とそれぞれ同一といたします。ただし、申込証拠金には、利息をつけません。

３　引受人の引受価額による買取引受によることとし、その他元引受契約の内容、売出しに必要な条件は、売出

価格決定日(平成30年10月１日)に決定いたします。

なお、元引受契約においては、引受手数料は支払われません。ただし、売出価格と引受価額との差額の総額

は引受人の手取金となります。

４　上記引受人と平成30年10月１日に元引受契約を締結する予定であります。ただし、元引受契約の締結後、同

契約の解除条項に基づき、同契約を解除した場合、株式の売出しを中止いたします。

５　株式受渡期日は、上場(売買開始)日(平成30年10月10日(水))の予定であります。当社普通株式の取引所への

上場に伴い、株式会社証券保管振替機構が振替機関として当社普通株式を取扱う予定であり、上場(売買開

始)日から売買を行うことができます。なお、当社は株券を発行しておらず、株券の交付は行いません。

６　申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

７　上記引受人及びその委託販売先金融商品取引業者の販売方針は、「第１　募集要項　３　募集の条件　(2)

ブックビルディング方式」の(注)７に記載した販売方針と同様であります。

８　引受人は、上記引受株式数のうち、2,000株を上限として、全国の販売を希望する引受人以外の金融商品取

引業者に委託販売する方針であります。　
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３ 【売出株式(オーバーアロットメントによる売出し)】
 

種類 売出数(株)
売出価額の総額

(円)
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

普通株式

入札方式のうち入札
による売出し

― ― ―

入札方式のうち入札
によらない売出し

― ― ―

ブックビルディング
方式

202,500 206,550,000
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号
大和証券株式会社

計(総売出株式) ― 202,500 206,550,000 ―
 

(注) １　オーバーアロットメントによる売出しは、「第１　募集要項」に記載の募集及び引受人の買取引受による売

出しに伴い、その需要状況を勘案して行われる大和証券株式会社による売出しであります。売出数は上限株

式数を示したものであり、需要状況により減少し、又は全く行わない場合があります。

２　オーバーアロットメントによる売出しに関連して、大和証券株式会社は、平成30年10月10日から平成30年11

月２日までの期間(以下、「シンジケートカバー取引期間」という。)、取引所においてオーバーアロットメ

ントによる売出しに係る株式数を上限とする当社普通株式の買付け(以下、「シンジケートカバー取引」と

いう。)を行う場合があります。その内容につきましては、「募集又は売出しに関する特別記載事項　２．

第三者割当増資とシンジケートカバー取引について」をご参照下さい。

３　上場前の売出しを行うに際しての手続き等は、取引所の定める有価証券上場規程施行規則により規定されて

おります。

４　「第１　募集要項」における株式の募集を中止した場合には、オーバーアロットメントによる売出しも中止

いたします。

５　売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における想定売出価格(1,020円)で算出した見込額であります。

６　振替機関の名称及び住所は、「第１　募集要項　１　新規発行株式」の(注)２に記載した振替機関と同一で

あります。

 
４ 【売出しの条件(オーバーアロットメントによる売出し)】

(1) 【入札方式】

① 【入札による売出し】

該当事項はありません。

 

② 【入札によらない売出し】

該当事項はありません。

 

(2) 【ブックビルディング方式】

 
売出価格
(円)

申込期間
申込株数単位

(株)
申込証拠金

(円)
申込受付場所

引受人の住所及
び氏名又は名称

元引受契
約の内容

未定
(注)１

自　平成30年
10月２日(火)
至　平成30年
10月５日(金)

100
未定
(注)１

大和証券株式会社及
びその委託販売先金
融商品取引業者の本
支店及び営業所

― ―

 

(注) １　売出価格及び申込証拠金については、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格及び申込証拠金とそ

れぞれ同一といたします。ただし、申込証拠金には利息をつけません。

２　売出しに必要な条件については、売出価格決定日(平成30年10月１日)において決定する予定であります。

３　株式受渡期日は、引受人の買取引受による売出しにおける株式受渡期日と同じ上場(売買開始)日(平成30年

10月10日(水))の予定であります。当社普通株式の取引所への上場に伴い、株式会社証券保管振替機構が振

替機関として当社普通株式を取扱う予定であり、上場(売買開始)日から売買を行うことができます。なお、

当社は株券を発行しておらず、株券の交付は行いません。

４　申込みの方法は、申込期間内に上記申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものといたします。

５　大和証券株式会社及びその委託販売先金融商品取引業者の販売方針は、「第１　募集要項　３　募集の条

件　(2)ブックビルディング方式」の(注)７に記載した販売方針と同様であります。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１．東京証券取引所マザーズへの上場について

当社普通株式は、「第１　募集要項」における募集株式及び「第２　売出要項」における売出株式を含め、大和

証券株式会社を主幹事会社(以下、「主幹事会社」という。)として、平成30年10月10日に東京証券取引所マザーズ

へ上場される予定であります。

　

２．第三者割当増資とシンジケートカバー取引について

オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、オーバーアロットメントによる売出しのた

めに、主幹事会社が当社株主より借受ける株式であります。これに関連して、当社は、平成30年９月４日開催の取

締役会において、主幹事会社を割当先とする以下の内容の第三者割当による募集株式発行（以下、「本件第三者割

当増資」という。）の決議を行っております。　　

募集株式の種類及び数 当社普通株式　202,500株

募集株式の払込金額 未定（「第１ 募集要項」に記載の募集株式の払込金額と同一とする。）

割当価格 未定（「第１ 募集要項」に記載の募集株式の引受価額と同一とする。）

払込期日 平成30年11月７日

増加資本金及び資本準
備金に関する事項

増加する資本金の額は、割当価格を基礎とし、会社計算規則第14条第１項
に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果
１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。又、
増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する資本金の額
を減じた額とする。

払込取扱場所
東京都渋谷区渋谷一丁目15番21号

株式会社三菱ＵＦＪ銀行　渋谷明治通支店
 

　　

主幹事会社は、当社株主から借受けた株式を、本件第三者割当増資による株式の割当て又は下記のシンジケート

カバー取引若しくはその双方により取得した株式により返還します。

又、主幹事会社は、上場（売買開始）日から平成30年11月２日までの間、オーバーアロットメントによる売出し

に係る株式数を上限とし、当社株主から借受けている株式の返還に充当するために、シンジケートカバー取引を行

う場合があります。

主幹事会社は、シンジケートカバー取引により取得した株式数については、割当てに応じない予定でありますの

で、その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発行数が減少する、又は発行そのものが全く行わ

れない場合があります。

又、シンジケートカバー取引期間内においても、主幹事会社の判断で、シンジケートカバー取引を全く行わない

か、又は買い付けた株式数が上限株式数に達しなくともシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

　

３．ロックアップについて

本募集並びに引受人の買取引受による売出しに関連して、売出人かつ貸株人である井上弘、売出人である古澤

孝、並びに当社の株主であるレッドロック株式会社、株式会社ＴＲＭ及び小田康浩、岡野務、大久保裕次、小林啓

志、中原宏朗、三並史典、阿久津操、有田竜徳、恒元祐二、長井亮輔、椋野要介、村本義徳、朝生光洋は、主幹事

会社に対し、元引受契約締結日から上場日（当日を含む）後180日目（平成31年４月７日）までの期間（以下、

「ロックアップ期間」という。）、主幹事会社の事前の書面による同意なしには、当社普通株式の売却等（ただ

し、引受人の買取引受による売出し、グリーンシューオプションの対象となる当社普通株式を主幹事会社が取得す

ること等を除く。）を行わない旨を合意しております。

又、当社は主幹事会社に対し、ロックアップ期間中は主幹事会社の事前の書面による同意なしに、当社普通株式

の発行、当社普通株式に転換もしくは交換される有価証券の発行又は当社普通株式を取得もしくは受領する権利を

付与された有価証券の発行等（ただし、本募集、グリーンシューオプション、株式分割及びストックオプションに

かかわる発行等を除く。）を行わない旨合意しております。

ロックアップ期間終了後には上記取引が可能となりますが、当該取引が行われた場合には、当社普通株式の市場

価格に影響が及ぶ可能性があります。

なお、上記のいずれの場合においても、主幹事会社はロックアップ期間中であっても、その裁量で当該合意の内

容を全部若しくは一部につき解除できる権限を有しております。

上記のほか、当社は、取引所の定める有価証券上場規程施行規則の規定に基づき、上場前の第三者割当等による

募集株式の割当等に関し、割当を受けた者との間で継続所有等の確約を行っております。その内容については、

「第四部　株式公開情報　第２　第三者割当等の概況」をご参照下さい。　　
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第３ 【その他の記載事項】

新株式発行並びに株式売出届出目論見書に記載しようとする事項

 

(1) 表紙と裏表紙に当社のロゴ を記載いたします。

 

 
(2）表紙の次に「１．事業の概況」～「５．業績等の推移」をカラー印刷したものを記載いたします。
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第二部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第３期 第４期

決算年月 平成28年９月 平成29年９月

売上高 (千円) 16,600,452 18,856,091

経常利益 (千円) 151,200 290,568

親会社株主に帰属する
当期純利益

(千円) 87,830 200,264

包括利益 (千円) 87,830 200,264

純資産額 (千円) 674,013 874,692

総資産額 (千円) 3,894,299 4,502,021

１株当たり純資産額 (円) 143.41 186.02

１株当たり当期純利益金額 (円) 18.69 42.61

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 17.3 19.4

自己資本利益率 (％) 13.9 25.9

株価収益率 (倍) ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △30,750 103,746

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △22,852 △79,846

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 446,548 300,948

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,415,573 1,740,421

従業員数
(人)

275  370
(外、平均臨時雇用者数) (366) (415)

 

(注) １．当社は第３期より連結財務諸表を作成しております。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できないことから記載しておりません。

４．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。

５．従業員数は就業人員（当社からの出向者を除く）の合計であり、臨時雇用者数(アルバイト、契約社員を含

む。)は、年間の平均就労人員を(　)外数で記載しております。

６．前連結会計年度(第３期)及び当連結会計年度(第４期)の連結財務諸表については、「連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に基づき作成しており、金融商品取引法第193

条の２第１項の規定に基づき、有限責任 あずさ監査法人の監査を受けております。

７．平成27年11月10日開催の取締役会決議により、平成27年11月26日付で普通株式１株につき10,000株の株式分

割を行っておりますが、第３期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当

たり当期純利益金額を算定しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 平成26年９月 平成27年９月 平成28年９月 平成29年９月

営業収益 (千円) 112,198 165,913 495,715 574,068

経常利益又は経常損失(△) (千円) 42,046 91,980 △117,003 41,535

当期純利益又は当期純損失
(△)

(千円) 26,278 57,827 △75,473 25,674

資本金 (千円) 50,000 50,000 50,000 50,000

発行済株式総数 (株) 700 700 4,700,000 4,700,000

純資産額 (千円) 937,305 995,132 341,490 367,579

総資産額 (千円) 1,010,280 1,043,956 1,299,960 1,751,813

１株当たり純資産額 (円) 1,339,007.49 1,421,618.48 72.66 78.12

１株当たり配当額
(円)

― ― ― ―
(うち１株当たり
中間配当額)

(―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額(△)

(円) 37,541.23 82,610.99 △14.96 5.46

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 92.8 95.3 26.3 21.0

自己資本利益率 (％) 2.8 6.0 ― 7.2

株価収益率 (倍) ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ―

従業員数
(人)

― ― 19 24
(外、平均臨時雇用者数) (―) (―) (―) (1)

 

(注) １．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２．１株当たり配当額及び配当性向については、無配のため、記載しておりません。
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できないため、又、第３期は１株当たり当期純損失であるため、記載しており
ません。

４. 第３期の自己資本利益率は、当期純損失であるため記載しておりません。

５．株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。
６．従業員数は就業人員（当社からの出向者を除く）の合計であり、臨時雇用者数(アルバイト、契約社員を含

む。)は、年間の平均就労人員を(　)外数で記載しております。
７．第３期及び第４期の財務諸表については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38

年大蔵省令第59号)に基づき作成しており、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、有限責任

あずさ監査法人により監査を受けております。なお、第１期及び第２期については、「会社計算規則」(平
成18年法務省令第59号)に基づき算出した各数値を記載しており、当該監査を受けておりません。

８．第３期の当期純損失の主な要因は、新基幹システムの導入に伴い研究開発費を計上したことによるものであ
ります。

９．当社は、平成27年11月10日開催の取締役会決議により、平成27年11月26日付で普通株式１株につき10,000株
の株式分割を行っておりますが、第３期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及
び１株当たり当期純利益金額又は当期純損失を算定しております。

10．当社は、平成27年11月26日付で普通株式１株につき10,000株の株式分割を行っております。
そこで、東京証券取引所自主規制法人(現　日本取引所自主規制法人)の引受担当者宛通知「『新規上場申請
のための有価証券報告書(Ⅰの部)』の作成上の留意点について」(平成24年８月21日付東証上審第133号)に
基づき、第１期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算出した場合の１株当たり指標の推移を参考ま
でに掲げると、以下のとおりとなります。なお、第１期及び第２期の数値(１株当たり配当額についてはす
べての数値)については、有限責任 あずさ監査法人の監査を受けておりません。
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 第１期 第２期 第３期 第４期

 平成26年９月 平成27年９月 平成28年９月 平成29年９月

１株当たり純資産額 (円) 133.90 142.16 72.66 78.12

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額(△)

(円) 3.75 8.26 △14.96 5.46

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ―

１株当たり配当額
(円)

― ― ― ―
(うち１株当たり
中間配当額)

(―) (―) (―) (―)
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２ 【沿革】

当社は、グループ各社の更なる成長と経営の効率化を目的として、平成25年10月１日に新設分割により設立、直後

に株式移転により株式会社キャスティングロード、株式会社ＣＲテレコム(注)及び株式会社ＣＲトランスポート(現　

株式会社イノベーションネクスト)を完全子会社化しました。当社グループの事業の推移等の沿革は以下のとおりであ

ります。

(注) 平成26年９月30日に株式会社ＣＲトランスポート(現　株式会社イノベーションネクスト)との合併により消滅

 

年月 概要

平成５年４月 茨城県土浦市に株式会社ジリオンを設立、警備保障サービス(警備員の教育・管理、営業・店舗開

発、コンプライアンス等、ノウハウの確立、警備業務用管理システムの開発)を主とした事業を開始

平成９年６月 株式会社ジリオンが、ブルーワーカーの人材サービスに特化、ワークス事業開始

平成13年３月 東京都豊島区に株式会社ジリオンキャリアリンク(現連結子会社)を設立

平成16年３月 株式会社シーキャスト（同年12月に株式会社キャスティングロードにより吸収合併）が、コールセ

ンター派遣を開始

平成16年９月 株式会社ジリオンが、第三社割当増資により株式会社ジリオンキャリアリンクの株式の60.0％を取

得し子会社化

平成16年10月 株式会社ジリオンキャリアリンクが、商号を株式会社キャスティングロードに変更

平成22年１月 株式会社キャスティングロードが、渋谷区から新宿区へ本店移転

平成22年６月 株式会社キャスティングロードの完全子会社として、株式会社ＣＲテレコムを設立

平成23年３月 株式会社キャスティングロードの完全子会社として、株式会社ＣＲトランスポートを設立

平成25年７月 株式会社キャスティングロードが、一部株式譲受により株式会社ＩＣＣＥソフト(現連結子会社)を

子会社化

平成25年８月 株式会社キャスティングロードが、セールスサポート事業を開始

平成25年10月 株式会社キャスティングロードが、新設分割によりＣＲグループホールディングス株式会社(当社)

を設立
〃 ＣＲグループホールディングス株式会社が、株式移転により株式会社キャスティングロード及び株

式会社ＣＲトランスポート(現連結子会社)を完全子会社化
〃 株式会社キャスティングロードの完全子会社として株式会社ＣＲＳサービス(現連結子会社)を設

立、同日、株式会社キャスティングロードからＣＲグループホールディングス株式会社に株式会社

ＣＲＳサービスの全株式を譲渡
〃 株式会社ＣＲトランスポートの完全子会社として、株式会社ジョブス(現連結子会社)を設立
〃 株式会社ＩＣＣＥソフトが、商号を株式会社ＣＲドットアイに変更
〃 株式会社ＣＲドットアイが、株式会社エス・イー・アシストの全株式を取得し完全子会社化

平成25年11月 株式会社ジリオンが、事業から完全撤退

平成26年１月 株式会社キャスティングロードの完全子会社として、株式会社ラプラスを設立

平成26年８月 ＣＲグループホールディングス株式会社が、商号をキャスティングロードホールディングス株式会

社に変更

平成26年９月 株式会社ＣＲテレコムが、労働者派遣事業及びコールセンター事業を株式会社キャスティングロー

ドに事業譲渡
〃 株式会社ＣＲトランスポートが、株式会社ＣＲテレコムを吸収合併

平成26年10月 株式会社ＣＲトランスポートが、商号を株式会社キャスティングロードネクストに変更

平成27年９月 株式会社ＣＲドットアイが、株式会社エス・イー・アシストを吸収合併

平成27年10月 株式会社キャスティングロードネクストの完全子会社として株式会社プロテクス(現連結子会社)を

設立、製造請負事業を開始
〃 株式会社キャスティングロードが、介護市場に向けた派遣事業に本格的に進出するため、介護ヘル

パー派遣・看護師紹介事業を開始
平成28年２月 株式会社キャスティングロードが、株式会社ＣＲドットアイの全株式を取得し完全子会社化

平成28年４月 株式会社キャスティングロードネクストが、商号を株式会社イノベーションネクストに変更

平成28年10月 キャスティングロードホールディングス株式会社が、株式会社イノベーションネクストから株式を

譲受け、株式会社ジョブス及び株式会社プロテクスを完全子会社化

平成28年11月 株式会社キャスティングロードが、株式会社ラプラスを吸収合併

平成29年４月 株式会社キャスティングロードが、シニア層を活用した人材サービスの提案・提供を目的にシニア

派遣を開始

平成29年６月 キャスティングロードホールディングス株式会社が、商号をＣＲＧホールディングス株式会社に変

更
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　本書提出日において存在する、当社のグループ会社に係る主な変遷図は次のとおりであります。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、「必要なとき」に「必要な時間」、「必要な人数」と「必要なスキル」をクライアントに提供す

る総合人材サービスを行っております。

創業以来、『「人」を大切にする』という考えをすべての意思決定の根底に置いてまいりました。社会は「人」の

集合体であり、「人」が生き生きと暮らせる社会こそが、真に豊かな社会であると考えているからです。ここでの

「人」とは、私たち当社グループに関わるクライアント、派遣スタッフ、従業員等すべての人を指しております。こ

れらの方々に、最大限誠意を持った対応を行うということを念頭に、社会情勢のめまぐるしい変化や人々の価値観の

多様化等により発生する人材に関するあらゆるニーズに積極的に応え、ご満足いただけるサービスを提供しておりま

す。

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社及び子会社６社で構成されており、各社それぞれが特定の業界に

特化する形式で事業運営を行うことでサービス品質の向上及び迅速で的確なサービスの提供に取り組んでおります。

グループ各社が相互に連携することによって、人材サービスのトータルサポートを行っております。

当社グループは、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであり、セグメント情報を記載していないため、主要な

事業内容について記載しております。

　

(1) 人材派遣紹介事業

人材派遣紹介事業では、「労働者派遣事業」と「有料職業紹介事業」を行っております。

　

労働者派遣事業は、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣スタッフの保護等に関する法律」(以下、本報

告書を通じ「労働者派遣法」という。)に基づき厚生労働大臣の許可を受けて行う事業で、お客様からの幅広い人材

ニーズに対応すべく、派遣スタッフを募集・登録し、教育研修した上で各企業へ派遣しております。それぞれのグ

ループ会社が個々の強みを活かし、様々な業種に対応した以下のようなサービスを提供しております。

又、少子高齢化による若年層の労働力不足への対応として、シニア層人材の提供を積極的に行っております。

一方、有料職業紹介事業は、「職業安定法」に基づき厚生労働大臣の許可を受けて行う事業で、求人企業と求職

者との間での雇用関係の成立を斡旋しております。

　

①　株式会社キャスティングロード

株式会社キャスティングロードは、当社グループの中核を担う事業会社であり、主にホワイトカラーの人材を

登録型派遣として各クライアントに提供しております。

テレマーケティング等を行うコールセンター派遣は、会社設立後間もなく事業運営を開始しており、同社の売

上の約９割を占めております。経験者を多数派遣することが可能であり、金融、教育分野等、高度な知識が必要

となる業種に対しても派遣を行っております。数多くのコーディネーターが、当社グループが独自開発した基幹

システムを利用して迅速なマッチングを実現しております。北海道から沖縄まで、国内の各地に拠点を有し、全

国的な人材の提供が可能となっております。又、同社では単なる人の派遣だけではなく、「ユニット型派遣」と

して、スーパーバイザー（管理者）とオペレーターのセットでご紹介することも可能となっております。「ユ

ニット型派遣」のメリットとしては、以下のようなものが挙げられます。

・スーパーバイザーからフォローを受けやすく、派遣スタッフの定着率が高くなる

・派遣スタッフと共に働きながら現場管理・情報収集を行うスーパーバイザーが、クライアントである大手アウ

トソーサーから現就業先の他の案件又は別会社の案件の情報を得やすく、優先的に受注の打診を受けることが

できる

受付・一般事務や秘書業務等幅広い事務業務に対応するオフィスワーク派遣は、簡単かつスピーディーなＷＥ

Ｂオンライン登録により人材を確保することが可能となっております。

介護に従事する有資格者や介護施設の管理部門で勤務する人材を幅広く提供するヘルパー派遣は、介護専門求

人サイトを通じ、20～30代の若手からベテランまで幅広い年代の人材を提供しております。又、登録中の派遣ス

タッフを中心にマッチングを行うため、信頼できる人材の提供が可能となっております。　
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②　株式会社ジョブス

株式会社ジョブスにおいては、各クライアントのニーズに応じた人材を提供しており、主に、下記のような

ワークス事業(ブルーカラー)及びセールスサポート事業(オレンジカラー)並びにホワイトカラーの長期又は短期

派遣（登録型派遣）及び請負業務を行っております。豊富な登録キャスト数により、短期から長期、１名から多

人数、派遣から請負委託まで幅広い要請に対し柔軟に対応しております。

ａ　ワークス事業（ブルーカラー）

工場の製造ラインにおける組み立て、仕分け、検品

物流倉庫におけるピッキング、フォークリフト運転、ラベリング、荷積み

事務所移転における引越し補助、荷造り梱包、解包

ｂ　セールスサポート事業（オレンジカラー）

クレジットカード加入促進、携帯電話及び付属品の販売促進業務等の販売、接客

各種イベントの企画、集客、運営管理

ｃ　ホワイトカラー

オフィスワークにおけるテレマーケティング、一般事務、営業事務、受付

 
③　株式会社ＣＲドットアイ

20代から60代に至る、幅広い年齢層のＩＴスキルを持つ人材の提供を行うエンジニア派遣事業を、常用型派遣

又は登録型派遣として行っております。

　　

(2) 製造請負事業

製造請負事業では、株式会社プロテクスにおいて、主に取引先メーカーからのペットフード、ペット衛生用品等

ペット関連製品の製造請負及びその附随業務を行っております。取引先メーカーの工場及び取引先のＯＥＭ先であ

る国内５拠点(兵庫県、埼玉県、静岡県、香川県、宮崎県)において、工場内製造請負(製造ラインオペレーター

等)、工場内物流業務(フォークリフト業務等)、自社でＳＰ倉庫※運営業務(保管貨物の入出庫管理等)、輸送業務を

行っております。

基本的に、取引先メーカーの生産計画に基づいた業務となりますが、外部業者の位置づけでありながら、現場の

改善活動等に係る提案も行っております。取引先のニーズに幅広く対応することで、取引先との強固なリレーショ

ンを構築しております。

※ストックポイント倉庫の略。配送のための一時保管を主とする物流の中継拠点。

 
(3) その他事業

その他事業においては、クライアントの事業活動における生産性向上のためのサービスを展開しております。

①　ＢＰＯ※サービス事業、給与計算代行事業、採用代行受託事業

株式会社ＣＲＳサービスにおいて、給与計算を中心に事務代行サービスを行っております。又、同社の札幌事

業所に自社コンタクトセンターを構え、人材派遣紹介事業で培ったノウハウを活用した採用代行受託事業も行っ

ております。

※Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｐｒｏｃｅｓｓ　Ｏｕｔｓｏｕｒｃｉｎｇ(ビジネス・プロセス・アウトソーシング)の略。

コアビジネス以外の業務プロセスをそのまま委託すること。

 
②　ＲＰＡ※事業、システムソリューション事業、ＩＴ関連事業

株式会社イノベーションネクストにおいて、他社が開発したＲＰＡの技術を利用したロボットを、クライアン

トのニーズに合わせてカスタマイズして販売代理を行っております。又、勤怠管理・労務管理システムを中心と

したシステム設計・開発及び提供を行っております。

※Ｒｏｂｏｔｉｃ　Ｐｒｏｃｅｓｓ　Ａｕｔｏｍａｔｉｏｎ(ロボティック・プロセス・オートメーション)の略。

主にパソコンで作業している定型化された業務を、ロボットにより自動化する取り組みのこと。
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　［事業系統図］
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合又は
被所有割合

(％)

関係内容

(連結子会社)      

株式会社キャスティング
ロード
(注)２、５

東京都新宿区 50,000
人材派遣紹
介関連事業

100.0

・当社が経営管理を
行っております。

・役員の兼任４名
・当社が資金の貸付を
行っております。

株式会社ジョブス
(注)２、６

東京都新宿区 75,000
人材派遣紹
介関連事業

100.0

・当社が経営管理を
行っております。

・当社が資金の貸付を
行っております。

・当社が債務保証（不
動産賃借）をしてお
ります。

株式会社プロテクス
(注)２

東京都新宿区 20,000
人材派遣紹
介関連事業

100.0
・当社が経営管理を
行っております。

株式会社ＣＲドットアイ
(注)２

東京都千代田区 20,800
人材派遣紹
介関連事業

100.0
(100.0)

・当社が経営管理を
行っております。

・役員の兼任１名
・当社が債務保証（不
動産賃借）をしてお
ります。

株式会社ＣＲＳサービス
(注)２

東京都新宿区 14,000
人材派遣紹
介関連事業

100.0

・当社が経営管理を
行っております。

・役員の兼任１名
・当社が債務保証（不
動産賃借）をしてお
ります。

株式会社イノベーション
ネクスト
(注)２

東京都新宿区 50,000
人材派遣紹
介関連事業

100.0

・当社が経営管理を
行っております。

・当社が資金の貸付を
行っております。

・当社が基幹システム
の開発及び保守の委
託を行っておりま
す。

 

(注) １．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．特定子会社に該当しております。

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４．議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数であります。

５．売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　①　売上高　　　　12,854,447千円

②　経常利益　　　　 235,190千円

③　当期純利益　　　 101,678千円

④　純資産額　　　　 514,510千円

⑤　総資産額　　　 2,854,350千円

６．売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　①　売上高　　　　 4,268,236千円

②　経常利益　　　　　22,161千円

③　当期純利益　　　　12,436千円

④　純資産額　　　　 192,727千円

⑤　総資産額　　　　 903,796千円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成30年７月31日現在

 従業員数(人)

連結会社合計 413 (472)
 

(注) １．当社は、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、グループ全体での従業員数を記載しておりま

す。

２．従業員数は全連結会社の就業人員（当社グループからの出向者を除く）の合計であり、臨時雇用者数(アル

バイト、契約社員を含む。)は、最近１年間の平均就業人員を(　)外数で記載しております。

 

(2) 提出会社の状況

   平成30年７月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

28(１) 37 4.7 5,867
 

(注) １．当社は、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

２．従業員数は就業人員（当社からの出向者を除く）の合計であり、臨時雇用者数(アルバイト、契約社員を含

む。)は、最近１年間の平均就労人員を(　)外数で記載しております。

３．平均勤続年数は、当社への転籍前の当社グループ会社での勤続年数を引き継いで算出しております。

４．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

５．従業員数が最近１年間において４名増加したのは、業容拡大及び管理体制の強化のため中途採用を積極的に

行ったことによります。

 
(3) 労働組合の状況

当社グループの労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

第４期連結会計年度（自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日）

当連結会計年度における我が国経済は、北朝鮮情勢の緊迫化や世界各国で頻発するテロ等、国外を起因とする不

安要素を抱えながらも、半導体や自動車部品等の大手製造業を中心に企業収益や雇用・所得情勢の改善傾向が続

き、日経平均株価はこの１年間で４千円近く上昇し、平成29年９月末の終値は２万円台を回復しました。

消費マインドも緩やかながら上向きを示し、内閣府の景気ウォッチャー調査によれば、平成29年９月度の家計動

向指数は耐久消費財や衣料品等の販売増が寄与、11ヵ月振りに好調の目安となる50を超える等、個人単位でも景気

回復が着実に浸透しつつあります。

当社グループが属する人材サービス業界においては、平成29年９月度の総務省公表の完全失業率が2.8％、厚生労

働省公表の有効求人倍率が1.52、中でも正社員の有効求人倍率は1.02で集計開始以来最高と、各数値が示すとおり

平成以降では空前の売り手市場が続いております。特に中小企業における人材不足は深刻であり、東京商工リサー

チの調査によれば、今年上半期（４～９月）の求人難による倒産は16件と、前年同期の７件から倍増しました。

こうした経営環境の中、当社グループは中核事業会社である株式会社キャスティングロード及び株式会社ジョブ

スを中心に、稼働人数の拡大に努めてまいりました。更に、少子高齢化による若年層の労働力不足を補うべく、当

連結会計年度からシニア層人材の提供を専門に行う事業部を立ち上げ、新たな顧客獲得に寄与しております。

又、前述の人材不足を要因とする派遣スタッフ人件費の高騰への対応として、個別にクライアントとの価格交渉

を強化するとともに、新規案件については利益率の高いものから優先して獲得する等、収益性の向上を優先課題と

して取り組んでまいりました。

当社グループは今後の業容拡大等を見据え、新基幹システムを導入して当連結会計年度から本格運用を開始しま

した。又、キャリア採用活動を積極的に行い、即戦力となる人員の確保にも努めてまいりました。これらにより、

一時的にコストは増加したものの、次期以降の業績向上に寄与するための先行投資と捉えております。

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は18,856百万円（前年同期比13.6％増）となり、事業部門別内訳は、人材

派遣紹介事業が17,288百万円、製造請負事業が1,534百万円、その他事業が33百万円となりました。又、利益面で

は、営業利益が273百万円（前年同期比97.6％増）、経常利益が290百万円（前年同期比92.2％増）、親会社株主に

帰属する当期純利益が200百万円（前年同期比128.0％増）となりました。

なお、当社グループは、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略してお

ります。

 

第５期第３四半期連結累計期間（自　平成29年10月１日　至　平成30年６月30日）

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、米国の経済政策や地政学的リスクなど海外を要因とする不安

定要素を抱えつつも、堅調な企業収益や緩やかな設備投資の増加に加え、所得環境の改善を受け個人消費も上昇傾

向にあるなど、景気の回復基調が持続しております。

当社グループが属する人材サービス業界においては、厚生労働省発表の平成30年５月の有効求人倍率が1.60倍と

44年４ヵ月ぶりの高水準、総務省発表の完全失業率が2.2％と25年７ヵ月ぶりの低水準と、好調な景況に少子高齢化

を起因とする労働人口減少が重なり、人手不足の状況はますます深刻化してきております。クライアントの需要に

見合う人員をいかに提供できるかが重要な課題となっております。

こうした環境の中、当社グループは主力サービスである人材派遣紹介事業において、既存クライアントの取引規

模拡大に加え、新規クライアントの獲得に注力してまいりました。又、個別交渉の成果として、派遣キャストの人

件費高騰を請求単価に転嫁、売上高及び売上総利益率の上昇へつなげることができました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は15,514百万円となり、事業部門別内訳は、人材派遣紹

介事業が14,197百万円、製造請負事業が1,288百万円、その他事業が28百万円となりました。又、利益面では、営業

利益が512百万円、経常利益が513百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益が320百万円となりました。

なお、当社グループは、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略してお

ります。
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(2) キャッシュ・フロー

第４期連結会計年度（自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日）

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加、有形固定資産の取

得による支出等の要因により一部相殺されたものの、税金等調整前当期純利益が290百万円（前年同期比98.7％増）

と増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ324百万円増加し、当連結会計年度末には1,740百万円となりま

した。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は103百万円（前年同期は30百万円の使用）となりました。これは主に、売上債権

の増加150百万円、法人税等の支払額が150百万円あったものの、税金等調整前当期純利益を290百万円計上し、未

払金が143百万円増加したこと等によるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は79百万円（前年同期は22百万円の使用）となりました。これは主に、敷金の回

収による収入が21百万円あったものの、有形固定資産の取得による支出が61百万円、無形固定資産の取得による

支出が18百万円あったこと等によるものであります。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は300百万円（前年同期比32.6％減）となりました。これは主に、長期借入金の返

済による支出が310百万円、社債の償還による支出が35百万円あったものの、短期借入れによる純増額が350百万

円、長期借入による収入が300百万円あったこと等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループの提供するサービスの性質上、生産体制、販売経路の記載と関連づけ難いため、記載を省略してお

ります。

 

(2) 受注状況

当社グループの提供するサービスの性質上、受注状況の記載につきましても上記「(1) 生産実績」同様に、記載

を省略しております。

 

(3) 販売実績

第４期連結会計年度及び第５期第３四半期連結累計期間の販売実績は、次のとおりであります。なお、当社グ

ループは人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、事業部門別に記載しております。

 

事業部門の名称
第４期連結会計年度

(自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日)

前年同期比(％)
第５期第３四半期連結累計期間

(自　平成29年10月１日
至　平成30年６月30日)

人材派遣紹介事業(千円) 17,288,376 114.1 14,197,582

製造請負事業(千円) 1,534,633 149.7 1,288,400

その他事業(千円) 33,081 7.8 28,561

合計(千円) 18,856,091 113.6 15,514,544
 

(注) １．最近２連結会計年度及び第５期第３四半期連結累計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販

売実績に対する割合は次のとおりであります。
 

相手先

第３期連結会計年度
(自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日)

第４期連結会計年度
(自　平成28年10月１日
 至　平成29年９月30日）

第５期第３四半期連結累計期間
(自　平成29年10月１日
至　平成30年６月30日)

金額(千円) 割合（％） 金額（千円） 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

りらいあコミュニケー
ションズ㈱

2,573,997 15.5 3,200,375 17.0 2,258,146 14.6
 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

（経営方針）

当社グループでは、「ＲＯＡＤ ｔｏ ｔｈｅ ＤＲＥＡＭ―共に歩む、その先の未来へ」という基本理念を策定し

ております。この基本理念には、次のような願いが込められています。

・社会に参画する人が増え、それぞれが働くことの幸せを実感すること。

・それを実現させるのは、柔軟な働き方ができる社会であること。

・社会・仕事・個人のトライアングルが大きく実る未来を創造すること。

グループの従業員、仕事に携わる派遣スタッフ、より良い労働力を求めるクライアントも含めて、共に手を携え

て、より大きな組織、より理想とするカタチを作り上げていこうという信念を表現しております。

なお、当社は平成29年６月に商号をキャスティングロードホールディングス株式会社からＣＲＧホールディング

ス株式会社に変更しました。新商号は、「ステークホルダーとのコミュニケーションを図り(Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔ

ｉｏｎ)、関係性を構築し(Ｒｅｌａｔｉｏｎ)、共に成長をしていく(Ｇｒｏｗｉｎｇ)」ことを、それぞれの頭文字

であるＣＲＧによって表現しており、共に手を携えて、より大きな組織、より理想とするカタチを作り上げていこ

うという想いが込められています。

　

（経営環境）

当社グループが属する人材サービス業界においては、我が国の少子高齢化・人口減少という社会構造の変動を受

け、人手不足がこれまで以上に深刻な問題となることが予想されていることから、経営基盤の一層の強化を図り、

クライアントが必要とするサービスの提供を質・量ともに果たすことが重要であると認識しております。これに対

しては、シニア層人材の活用を進める一方で、ＲＰＡ市場への参入により、人材供給に加え、ロボットによる省人

化施策も提供することによって労働市場における需給調整機能の提供を推進してまいります。

更に、外注先を利用したＡＩによるマッチングシステムの開発、勤怠管理をより一層軽減するシステムの開発

等、従来労働集約型産業と言われ続けてきた人材サービス業界に風穴を開ける大きな取り組みも始めております。

今後も、経営資源を効率的に投下し、ビジネスとしての礎の構築を図り、業容の拡大を推進してまいります。

具体的な戦略は、以下のとおりです。

 
（経営戦略）

（1） 人材派遣紹介事業

中核事業であるコールセンター派遣においては、未だ進出していない空白エリアである政令指定都市等の高ポ

テンシャル地域への拠点進出等を積極的に推進し、コールセンターのユーザーであるエンド・クライアント企業

へのダイレクト・サービス拡大により、顧客開拓を図ってまいります。又、注力分野であるシニア人材活用や介

護・看護事業を強化する他、倉庫業務等へのサービス分野の拡大、デリバリーの請負等により、トップラインの

拡大を図ってまいります。
　
基幹システム「Ｃ３」の機能向上、外注先を利用したＡＩによるマッチングシステムの開発、ＲＰＡによる事

務作業効率化等のＩＴ活用により、サービスレベルを維持・向上したままオペレーションの更なる効率化を図っ

てまいります。
　
スーパーバイザーとオペレーターをセットで派遣する「ユニット型派遣」をはじめとして、ノウハウ・管理提

供を含む請負型契約への切り替え、クライアントが希望する派遣人数をコミットメントすることで優先的に案件

獲得をすること等により、サービスの高付加価値化に取り組んでまいります。又、スタッフのキャリアアップ制

度利用を推進することによって介護・看護職の有資格者を増やし付加価値の高い人材提供を図る他、将来的には

ＡＩ、ＲＰＡの導入をサポートできる人材の育成・供給にも取り組んでまいります。これらの施策により、請求

単価の向上を図ってまいります。
 

案件スクリーニングの強化、優良案件が見込める企業における当社シェアの拡大、人材紹介事業の強化等、高

収益案件へこれまで以上に注力することで、一層の収益性向上を図ってまいります。
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（2） 製造請負事業

生産性・作業品質・提案力を持続的に向上させることで、高い顧客満足・評価を獲得し、クライアントとの関

係を深化させることで業務拡大につなげます。

具体的には、国内既存５拠点における請負業務範囲の拡大に加え、ペットケア以外の事業拡大を企図し、将来

的にはクライアントの国内全拠点への展開を目指します。

更に、ベトナム等からの海外人材を国内で受入、経験を積ませることで、同海外人材に技術・ノウハウを吸収

させ、将来は同人材を活用し、クライアントの海外拠点での業務受注を目指してまいります。

　　

（3） その他事業

①　ＢＰＯサービス事業、給与計算代行事業、採用代行受託事業

人材採用に課題を抱えている企業に対し、採用業務全般の代行受託業務、又、勤怠処理に関わるルーティン

業務（入力作業等）のアウトソーシングサービス、更には、ＡＩシステムの導入による人材の有効活用の提案

等を、クライアントに対し提供してまいります。

　

②　ＲＰＡ事業、システムソリューション事業、ＩＴ関連事業

人事管理、労務管理領域を効率化するための受託開発を主軸とし、具体的にはロボティクスを活用したＲＰ

Ａソリューション、勤怠ソリューション分野に注力してまいります。

ＲＰＡソリューションにおいては、人員不足による長時間労働といった課題を抱えるあらゆる業種の企業に

対し、ロボティクスを活用した業務の自動化・効率化ソリューションを積極的に提案し、既存クライアントの

課題解決策を提供しながら、顧客基盤を拡大してまいります。

 
（目標とする経営指標）

当社グループは、持続的な成長と企業価値の向上のため、収益力を高めるとともに、経営の効率化を図ってまい

ります。具体的には、売上高営業利益率を重要な経営指標と位置づけております。

　

(対処すべき課題)

(1) 当社グループの現状の認識について

経済環境の変化に伴い、企業の雇用形態及び求職者の就業形態が多様化しております。特に国内においては、少

子高齢化に伴い、若年層の人口が減少する一方、高齢者や女性の社会進出が進んでおり、人材サービス業界は、

様々な働き方を提供・実現していくことが求められていると考えております。

このような中、企業及び求職者の需要に応えるべく、当社グループの役職員、派遣スタッフ等の人材の採用及び

教育の充実を図るとともに、収益基盤拡大の取り組みを進めていくことが求められていると認識しております。

　

(2) 当面の対処すべき課題の内容と取り組み方針

①　派遣スタッフの採用と育成

当社グループは、継続的成長のために、派遣スタッフの採用と育成が重要であると考えております。

人材サービス事業では、セールス系及びメディカル系(介護・看護)の成長性が期待されておりますが、当社グ

ループのシェアはまだ低いため、当該領域に係る派遣スタッフの採用と育成の強化を進めてまいります。

更に専門性を持った派遣スタッフを確保するため、即戦力となる中途採用を強化し、当社グループ内において

専門性の高い教育・研修体制の強化を図ってまいります。

又、当社グループの事業方針に合致する企業との業務提携等も積極的に実施し、迅速に顧客ニーズに対応でき

る体制を構築してまいります。　
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②　正社員の教育強化

当社グループは、継続的成長のために、将来を担う人材の育成が必要不可欠であると認識しております。

人材サービス事業は参入障壁が高くないため、競合となりうる企業に負けない企業体制を構築いたします。競

合他社との差別化を図るため、提案力やチーム力を強化することで顧客ニーズに柔軟に対応できるよう正社員の

教育強化を図ってまいります。

更に、グループ内の既存社員への研修、新人研修実施の他、育成研修プランとして外部の研修を積極的に取り

入れております。又、役職者については、プレゼンテーション能力の向上やチーム力を向上することで、顧客企

業との良好な関係構築に必要な能力及びクライアントへの提案能力の向上により収益力を高めてまいります。

　

③　収益基盤の拡大

人材派遣紹介事業におきましては、全国主要都市に営業所を展開する方針ですが、中国地方及び信越地方への

展開はまだ実施しておらず、今後の課題となっております。又、中部地方及び関西地方では既存の営業所がある

ものの、まだ展開の余地があると認識しております。当社グループといたしましては、積極的に事業を展開して

いくことで、更なる収益基盤の拡大を図ってまいります。

又、人材派遣紹介事業が当社グループの売上の大半を占めておりますが、当該事業に依拠しない体制を構築す

るため、それ以外の事業も拡大し多様な収益基盤の構築に取り組んでまいります。

　

④　特定取引先への依存に関するリスク軽減

株式会社プロテクスにつきましては、ほぼ取引先メーカー１社及びその関連会社との取引となっており、同社

グループとの取引縮小等に伴う事業リスクが存在するため、当該リスクの低減が必要であると認識しておりま

す。

請負業務範囲の拡大や国内外を含む受注拠点拡大により取引先メーカーとのリレーションの一層の強化を図る

一方、同社との取引を通じて得たナレッジを他社取引に展開し、事業の拡大及び事業リスクの低減を図ってまい

ります。

 
⑤　ＩＴ活用の推進

深刻な人手不足を背景に、当社グループは総合人材サービス会社として、人材だけでなく、生産性向上に向け

た省人化施策も提供することが必要となってくると認識しております。

当社グループでは、ＩＴシステムやＲＰＡを活用した新たなサービスを創出し、顧客企業に価値を提供してい

くと同時に、ＡＩマッチングシステムやＲＰＡ活用による社内オペレーションの効率化によって収益性向上を

図ってまいります。

又、人材サービス業界に特化した基幹システムや勤怠管理を自動化するシステムを開発・導入し、業務の効率

化に取り組んでおります。当該システムにおいては、スマートフォン上で完結する勤怠報告アプリケーションの

導入や、幅広い給与支払い方法に対応する等派遣スタッフの利便性を向上する各種機能を実装し、派遣スタッフ

の満足度向上を図っております。

今後は更に、これらシステムのクライアントへの提供を推進する他、継続的な機能強化を行い、付加価値向上

に努めてまいります。

　

⑥　新規事業への参入について

当社グループでは、継続的な事業規模拡大のため、積極的に新規事業へ参入していく方針であります。

当社グループは、人材需給が逼迫する状況を背景に、クライアントの業務効率化のためのソリューションを提

供するＲＰＡ事業へ参入いたしました。今後も、クライアントのＲＰＡ活用をより一層促進するためのＡＩ、Ｒ

ＰＡの導入をサポートできる人材の育成・提供事業等、新たな価値を生むための取り組みを展開してまいりま

す。

又、必要に応じてＭ＆Ａなども活用することにより、市場環境や顧客需要の変化に柔軟かつスピーディーに対

応してまいります。
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４ 【事業等のリスク】

本書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 市場環境の動向について

当社グループは、首都圏を中心とした全国の主要都市に人材派遣紹介関連事業を展開しております。当社グルー

プの属する人材サービス関連業界は、社会情勢や景気変動等の外部環境に影響を受けます。今後、雇用環境の変

動、市場環境が悪化した場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 他社との競合について

当社グループの主要事業である人材派遣紹介事業においては、当社グループと同様の事業を営む企業が多数存在

しており、これら企業との競合が生じております。当社グループでは、近年の人手不足の影響による派遣スタッフ

の人件費高騰を受け、クライアントとの交渉により請求単価へ転嫁することで収益性の確保を図り、競争力の維持

向上に努めておりますが、同業他社間における価格競争によって取引単価が低迷した場合には、当社グループの経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 派遣スタッフの確保について

当社グループは、クライアントの要求に対応するため、派遣スタッフの安定的な確保が重要課題の一つであると

考えております。常時インターネット等で募集するだけでなく、プロモーション活動の強化により当社の認知度を

向上させ、安定的な確保に努めております。特に、看護師、介護福祉士等のスキルの高い人材の確保に注力してお

ります。

就労後の派遣スタッフに対し、初日に営業担当者がアンケート用紙を使用して聞き取り等を行い、派遣スタッフ

のフォローをしております。その後、月１回の定期的なヒアリングを実施し、その結果をクライアントに対して

フィードバックすることで、就業環境の向上に努めております。

しかしながら、今後の雇用情勢や労働需要の変化により当社の意図したとおりに人材の確保が進まなかった場合

は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(4) 派遣料金について

当社グループの人材派遣紹介事業においては、クライアントとの個別交渉により決定した派遣料金を請求して売

上高を計上しており、売上原価として、市場環境やスキルに応じて派遣スタッフに支払う給与及び法定福利費等を

計上しております。当社グループは適正粗利率の維持に努めており、派遣給与支払水準の上昇や社会保険料負担増

の際には請求料金についても値上げするべく、クライアントとの料金交渉に随時取り組んでおります。

しかしながら、支払給与と請求料金の値上げ又は値下げが必ずしも連動しない可能性があることから、このよう

な案件が急激に増加したり、連動しない期間が長期化した場合、収益性が低下し、当社グループの経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。

 
(5) コールセンターへの依存について

当社グループの中核会社である株式会社キャスティングロードにおいては、コールセンター派遣売上高が大半を

占めております。又、株式会社ジョブスにおいても、コールセンター向けの派遣を行っております。これらコール

センター派遣売上高の連結売上高に占める割合は６割を超えております。当社グループでは、介護・看護等のメ

ディカル分野への派遣強化や、ＲＰＡ分野の拡充を中心に、他分野への事業展開を強化することでリスクの低減を

図ってまいりますが、コールセンター業界の需要が大幅に縮小した場合には、当社グループの経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。
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(6) 法的規制等について

当社グループが行う人材派遣紹介関連事業に適用される「労働基準法」、「労働者派遣法」、「職業安定法」等

は、市場環境等に合わせて、適宜法改正等が今後も行われていくと予想されます。その際、法改正に起因する売上

高の減少や費用の増加が、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
(7) 許認可について

当社グループの主要事業である労働者派遣事業は、「労働者派遣法」に基づき、厚生労働大臣の許可を受け行っ

ております。又、当社グループは、「職業安定法」に基づき、厚生労働大臣の許可を受け有料職業紹介事業を行っ

ております。それぞれの許認可の有効期限と取消事由は以下のとおりです。

　

① 労働者派遣事業

ａ 有効期限

(a) 株式会社キャスティングロード　平成31年10月31日

(b) 株式会社ジョブス　　　　　　　平成33年12月31日

(c) 株式会社ＣＲドットアイ　　　　平成32年２月29日

ｂ 取消事由

(a) 「労働者派遣法」又は「職業安定法」に違反したとき

(b) 許可条件に違反したとき

(c) 関係派遣先への派遣割合が100分の80以下ではない場合又は関係派遣先割合報告書の提出をしない場合で、指

導又は助言を受け、更に必要な措置をとるべきことの指示を受けたにもかかわらず、なお違反したとき

　

② 有料職業紹介事業

ａ 有効期限

(a) 株式会社キャスティングロード　平成31年１月31日

(b) 株式会社ジョブス　　　　　　　平成33年12月31日

(c) 株式会社ＣＲドットアイ　　　　平成32年２月29日

(d) 株式会社ＣＲＳサービス　　　　平成33年１月31日

ｂ 取消事由

(a) 「職業安定法」もしくは「労働者派遣法」の規定又はこれらの規定に基づく命令もしくは処分に違反したとき

(b) 暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の事由を不当に拘束する手段で職業紹介を行った者又はこれらに従事し

た者

(c) 虚偽の広告をし、又は虚偽の条件を呈示して職業紹介を行った者又はこれに従事した者

 
現時点において、当社グループでは許可の取消等の事由に該当する事実はないと認識しておりますが、許可要件

に違反した場合等には、許可の取消、事業停止命令又は事業改善命令を受けることがあります。企業のコンプライ

アンス及びリスク対策に十分努めてまいりますが、当社グループの売上高の大部分が当該事業で構成されており、

今後何らかの理由により許可の取消等があった場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 
(8) 社会保険料の負担増について

当社グループでは、社会保険の加入対象となる派遣スタッフが多数登録しており、社会保険の加入を徹底してお

ります。今後、制度の改正による社会保険料の会社負担率上昇や、加入対象者の増加等による社会保険料の負担増

となった場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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(9) 労災事故による影響について

当社グループの派遣スタッフが派遣先で業務上、又は通勤途上において負傷・疾病・障害・死亡となった場合に

は、「労働基準法」及び「労働者災害補償保険法」上、使用者である当社グループに災害補償義務が課せられま

す。当社グループでは、派遣スタッフからの定期的なヒアリングにより、派遣先の就業環境におけるリスクの未然

把握に努めておりますが、万が一当該事象が発生した場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。　

　

(10) 請負業務について

当社グループにおいては、請負契約に基づく業務提供を行っており、業務完了に関しクライアントに対して責任

を負っております。このため、業務提供に先立ち、クライアントとの間で請負業務の範囲及び内容について確認を

行っております。しかしながら、請負業務の遂行にあたって業務の進捗及び完了に関する認識の相違が発生した場

合、クライアントからの代金回収が困難又は不能となる場合がある他、賠償金の請求、提訴その他の責任追及がさ

れた場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(11) 特定の取引先への依存

株式会社プロテクスにおいては、取引先が特定のメーカー１社及びその関連会社のみとなっております。当社グ

ループとしては、当該取引先とは良好な関係を構築しており、今後も継続的な取引を見込んでおります。又、将来

的に当該取引先以外への展開を推進することにより依存度の低下を図ってまいりますが、万が一何らかの理由によ

り当該取引先との取引が継続されない場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(12) 個人情報等の情報管理について

当社グループの売上高の大半を人材派遣紹介事業が占めており、派遣スタッフ、職業紹介希望者等の個人情報を

多数保有しております。マッチングの最適化のため、クライアントに関する情報や、派遣スタッフの職歴・スキル

等を含めた個人情報をＩＴシステム上にデータベース化して管理しております。当該個人情報の管理につきまして

は、権限を有する者以外の閲覧をシステム上で制限しております。又、個人情報等の機密情報の漏えいを防止する

ため、「情報管理規程」を定めるともに、全役職員を対象に個人情報管理に係る研修を年１回定期的に行う他、各

会議体で周知徹底を図っております。さらに、情報処理の知識に精通した社外取締役を招聘し、適宜指導を受けな

がら、情報漏えいを未然に防ぐ体制を整備しております。

しかしながら、万が一何らかの理由により、クライアント及び派遣スタッフの情報の滅失・漏洩等があった場合

には、損害賠償請求や社会的信用の失墜によって、当社グループの事業活動及び経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。　

　

(13) 大規模な自然災害及びシステム障害について

当社グループは、大規模な地震や風水害等の自然災害の発生により、事業所移転を余儀なくされる可能性があり

ます。又、当社グループだけでなくクライアントが人的・物的被害を受けた場合には、クライアント及び派遣ス

タッフの安否確認等の多大な対応が必要になり、業務負荷をかかることが予想されるため、当社グループの経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、定期的なバックアップ等によりリスクの低減に努めておりますが、特に当社グループで使用

している基幹システム等の障害や停止による派遣スタッフ情報の滅失等があった場合、復旧にかかる費用が発生す

るとともにクライアントに損失を与える可能性があります。

　　

(14) 訴訟について

現時点で、当社グループに対して損害賠償を請求され、又は訴訟を提起されている事実はありません。当社グ

ループは法令違反を防止するための内部管理体制を構築し、取引先・従業員その他の第三者との関係において、訴

訟リスクを低減するように努めております。しかしながら、当社グループの派遣スタッフによる派遣先等でのトラ

ブルが発生した場合や、取引先等との関係に何らかの問題が生じた場合には、これらに起因して損害賠償を請求さ

れ、又は訴訟を提起されるリスクがあります。かかる損害賠償の金額、訴訟の内容及び結果によっては、当社グ

ループの社会的信用、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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(15) 財務制限条項について

当社グループは、安定的な資金運用を図るため、金融機関から資金調達を行っておりますが、一部の金融機関と

の取引について、借入契約に財務制限条項が付されたものがあります。万が一、これらの条件に抵触した場合に

は、借入金利の上昇や期限の利益の喪失等、当社の経営成績及び資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。

　

(16) 特定の人物への依存リスク

当社の代表取締役会長である井上弘は、当社の創業者であり、経営方針・経営戦略の策定において重要な役割を

果たしております。また、当社の代表取締役社長である古澤孝は、経営戦略の策定や実行において重要な役割を

担っております。

こうした状況を踏まえ当社グループでは、特定の人物に依存しない体制を構築すべく組織体制の強化を図り、各

人に過度に依存しない経営体制の構築に努めておりますが、何らかの理由により各人が当社の業務を継続すること

が困難となった場合は、当社グループの事業運営及び経営成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

　

(17) 内部管理体制について

当社グループは、企業価値を継続的に高めていくためには、業務執行の適正性及び健全性の確保が重要であると

考えております。そのためには、コーポレート・ガバナンスが有効に機能するよう、内部統制システムの適切な構

築及び運用を実施してまいりますが、事業の急速な拡大等により、十分な内部管理体制の構築が追いつかない状況

が発生した場合には、適切な業務運営が困難となり、当社グループの経営成績に影響及ぼす可能性があります。

 
(18) 人材の確保と育成について

当社グループは持続的な事業の成長を実現させるために継続した人材の確保が必要であると考えております。そ

のため教育研修体制を整備することで、人材の育成を図るように努めております。又、非正規社員から正社員への

転換や女性管理職の積極登用等、多様な取り組みを推進しております。しかしながら、採用環境の変化等により人

材の確保・育成が計画どおりに行えない場合、又は優秀な人材が流失した場合には、長期的視点から事業展開、経

営成績及び成長見通しに影響を及ぼす可能性があります。

 
(19) 出店政策及び賃貸借契約について

当社グループは、今後も積極的な店舗展開を推進していく方針であります。しかしながら、当社グループの店舗

展開に関し、物件の確保が計画どおりに進まない等の理由により、新たな店舗開設又は立地改善ができない場合、

当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。又、当社グループが展開する店舗は賃借物件であるこ

とから、何らかの理由により契約が更新できない場合、又は契約更新時等に賃料が上昇した場合、当社グループの

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
(20) 新規事業の参入とＭ＆Ａについて

当社グループでは、今後も引き続き積極的に新規事業への参入やＭ＆Ａを有効に活用していく方針であります。

Ｍ＆Ａ実施にあたっては、対象となる企業の財務内容や事業内容のデューデリジェンスを厳密に実施することに

より、事前のリスク把握に努めてまいります。

しかしながら、想定を超える事象の発生、法令や諸規制の変更によっては、当社グループの財政状態及び経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。

 
(21) 株式価値の希薄化について

当社は、当社グループの役職員に対し、業績向上への意欲や士気を更に高めることを目的として新株予約権を付

与しております。本書提出日の前月末日現在、これらの新株予約権による潜在株式数は619,500株であり、発行済株

式総数4,700,000株の13.2％に相当しております。加えて、今後においても優秀な人材確保のための新株予約権を発

行する可能性があります。現在付与されている、又は今後付与する新株予約権の行使により、発行済株式数が増加

し、当社の１株当たりの株式価値に希薄化が生じる可能性があります。
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(22) 資金使途に関するリスク

今回計画している公募増資による調達資金の使途につきまして、現時点では、①業務効率向上のためのシステム

開発、②事業拡大を目的とした新規出店に係る内装、造作等及び保証金、③財務体質の改善及び経営基盤安定化を

目的とした金融機関からの短期借入金返済、④人員の拡大に伴う本社オフィス増床に伴う追加敷金、⑤優秀な人員

の確保を目的とした正社員の中途採用手数料に充当することを計画しております。しかしながら、当該計画に沿っ

て調達資金を使用した場合でも、想定どおりの投資効果を得られない可能性もあります。

　

(23) 配当について

当社は、設立以来配当を実施した実績はありませんが、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識して

おります。しかしながら、当社は、現在成長過程にあり、財務基盤の強化を目的として内部留保の充実を優先する

ことが、株主に対する最大の利益還元につながると考えております。

将来的には、各期の経営成績及び財政状態を勘案しながら株主に対して利益還元を実施していく方針ではありま

すが、現時点において配当実施の可能性及びその実施時期等については未定であります。

　　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

第４期連結会計年度（自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日）

当社グループの研究開発活動は、事業の専門性を高め、又は新しいサービスの開発を行い競争力を強化するという

方針に基づいて行われております。当連結会計年度は、人材とＩＴの融合の推進、特に労務管理の基幹システムの開

発・運用による生産性の高いビジネスモデルの構築のため、株式会社イノベーションネクストにおいて、外販用勤怠

システム開発に係る研究開発費を33,242千円計上しております。主な内容といたしましては、専用のアプリケーショ

ンからの勤怠情報を収集し、その翌日までに承認済み勤怠情報をデータ化し、ＣＳＶファイルにて給与計算ソフト等

に連携させる、等の機能開発のための研究開発を行いました。
　
第５期第３四半期連結累計期間（自　平成29年10月１日　至　平成30年６月30日）

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。その作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の金額及び開示に影響

を与える見積りを必要としております。これらの見積りについては、過去の実績等を勘案し合理的に判断しており

ますが、見積りによる不確実性のため、実際の結果はこれらの見積りとは異なる場合があります。この連結財務諸

表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第二部　企業情報　第５　経理の状況　１　連結財務諸

表等　(1) 連結財務諸表　注記事項　(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)」に記載のとおりです。

　

(2) 財政状態の分析

第４期連結会計年度（自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日）

（資産）

当連結会計年度末における流動資産は4,091百万円となり、前連結会計年度末に比べ512百万円増加いたしまし

た。これは主に現金及び預金が324百万円、受取手形及び売掛金が150百万円増加したこと等によるものでありま

す。

固定資産は410百万円となり、前連結会計年度末に比べ95百万円増加いたしました。これは主に有形固定資産が51

百万円、繰延税金資産が47百万円増加したこと等によるものであります。

　この結果、総資産は、4,502百万円となり、前連結会計年度末に比べ607百万円増加いたしました。
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（負債）

当連結会計年度末における流動負債は2,789百万円となり、前連結会計年度末に比べ485百万円増加いたしまし

た。これは主に短期借入金が350百万円、未払金が146百万円増加したこと等によるものであります。

固定負債は837百万円となり、前連結会計年度末に比べ78百万円減少いたしました。これは主に社債が35百万円、

長期借入金が41百万円減少したこと等によるものであります。

　

（純資産）

当連結会計年度末における純資産合計は874百万円となり、前連結会計年度末に比べ200百万円増加いたしまし

た。これは、親会社株主に帰属する当期純利益の計上により利益剰余金が200百万円増加したことによるものであり

ます。

この結果、自己資本比率は19.4％(前連結会計年度末は17.3％)となりました。

　

第５期第３四半期連結累計期間（自　平成29年10月１日　至　平成30年６月30日）

（資産）

当第３四半期連結累計会計期間末における流動資産は4,320百万円となり、前連結会計年度末に比べ229百万円増

加いたしました。これは主に現金及び預金が135百万円、受取手形及び売掛金が127百万円増加したこと等によるも

のであります。

固定資産は431百万円となり、前連結会計年度に比べ20百万円増加いたしました。これは主に無形固定資産が36百

万円増加したこと等によるものであります。

この結果、総資産は4,751百万円となり、前連結会計年度に比べ249百万円増加いたしました。

　

（負債）

当第３四半期連結累計期間末における流動負債は2,918百万円となり、前連結会計年度末に比べ129百万円増加い

たしました。これは主に未払費用が117百万円、未払法人税等が53百万円増加したものの、１年内返済予定の長期借

入金が106百万円減少したこと等によるものであります。

固定負債は637百万円となり、前連結会計年度に比べ199百万円減少いたしました。これは主に社債及び長期借入

金が199百万円減少したこと等によるものであります。

　

（純資産）

当第３四半期連結累計期間末における純資産は1,195百万円となり、前連結会計年度末に比べ320百万円増加いた

しました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が320百万円増加したことによる

ものであります。

　　　　

　(3) 経営成績の分析

第４期連結会計年度（自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日）

(売上高)

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ2,255百万円増加し、18,856百万円(前年同期比13.6％増)とな

りました。これは主に、人材サービス業を取り巻く環境、特に昨今の少子高齢化と景気拡大を要因とする恒常的人

手不足の下、クライアントが要求する人材の量・質いずれのニーズにも柔軟に対応したことを主因に、株式会社

ジョブス（対前年同期比1,469百万円増、52.5％）を始め順調に業容が拡大した結果によるものであります。

　

(売上原価、売上総利益)

当連結会計年度の売上原価は、前連結会計年度に比べ2,001百万円増加し、15,433百万円（前年同期比14.9％増）

となりました。これは主に、人手不足を背景に派遣スタッフの人件費高騰という厳しい環境にあったことによるも

のです。又、利益面では、クライアントとの交渉により人件費上昇分の転嫁を図るとともに、利益率の高い案件の

優先獲得により収益性が維持された結果、売上総利益は、3,422百万円(前年同期比8.0％増)となりました。

　

(販売費及び一般管理費、営業利益)

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ118百万円増加し、3,148百万円（前年同期比

3.9％増）となりました。これは主に、業容拡大により人件費が増加したものの、広告宣伝費を効率的な使用により

ほぼ横ばいに抑えるとともに、新基幹システムの本稼動開始により研究開発費が減少したこと等によるものであり

ます。この結果、営業利益は、273百万円(前年同期比97.6％増)となりました。

　

(経常利益)

当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度に比べ139百万円増加し、290百万円(前年同期比92.2％増)となり

ました。これは主に、営業利益が増加したことによるものであります。
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(親会社株主に帰属する当期純利益)

当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度に比べ112百万円増加し、200百万円(前年同期比128.0％増)とな

りました。これは主に、経常利益が増加したことによるものであります。

　

第５期第３四半期連結累計期間（自　平成29年10月１日　至　平成30年６月30日）

（売上高）

当第３四半期連結累計期間の売上高は15,514百万円となりました。これは主に、昨年度に続き中核事業会社であ

る株式会社キャスティングロード及び株式会社ジョブスにおいて順調に業容を拡大した結果によるものでありま

す。

 
　　（売上原価、売上総利益）

　当第３四半期連結累計期間の売上原価は12,437百万円となりました。これは主に、前期から引き続き派遣スタッ

フの人件費高騰という厳しい環境にあったことによるものです。又、利益面では、顧客との請求単価引き上げ交渉

及び粗利益率を意識した新規顧客開拓活動等を行った結果、当第３四半期連結累計期間の売上総利益は3,076百万円

となりました。　

 
　　（販売費及び一般管理費、営業利益）

　当第３四半期連結累計期間の販売費及び一般管理費は、2,564百万円となりました。これは主に、広告宣伝費やそ

の他の経費を抑制したこと等によるものであります。この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益は512百万円

となりました。

 
　　（経常利益）

　当第３四半期連結累計期間の経常利益は513百万円となりました。

 
（親会社株主に帰属する四半期純利益）

　当第３四半期連結累計期間における親会社株主に帰属する四半期純利益は、法人税等を計上した結果320百万円と

なりました。

 
(4) キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの状況の分析については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フ

ロー」をご参照ください。

　

(5) 経営者の問題意識と今後の方針について

経営者の問題意識と今後の方針につきましては、「第２　事業の状況　３　経営方針、経営環境及び対処すべき

課題等」に記載のとおりでありますが、今後収益を拡大するためには、既存の事業の更なる拡大、新規事業の展開

が必要であると認識しております。

そのためには、優秀な人材の確保や教育の強化、組織体制の整備を引き続き行い、これらの課題に対して最善の

事業戦略を立案するよう、努めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

第４期連結会計年度（自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日）

当連結会計年度において実施した設備投資の総額は79百万円（有形固定資産 61百万円・無形固定資産 18百万円）

であります。その内容は、業容拡大・人員増を起因とする拠点の移転や新規造作等に伴う建物附属設備、工具、器具

及び備品の他、システム関連投資によるものであり、主なものは、株式会社プロテクス埼玉営業所の倉庫新設39百万

円、株式会社ジョブス本社の移転に伴う造作等５百万円、当社の人事給与管理システム５百万円であります。

なお、当社グループは、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しており

ます。

　

第５期第３四半期連結累計期間（自　平成29年10月１日　至　平成30年６月30日）

当第３四半期連結累計期間において実施した設備投資の総額は50百万円（有形固定資産９百万円・無形固定資産 41

百万円）であります。その内容は、業容拡大・人員増を起因とする拠点の移転に伴う建物附属設備、工具、器具及び

備品の他、自社利用の基幹システム関連投資によるものであり、主なものは当社の基幹システム「Ｃ３」の追加機能

開発31百万円、株式会社ＣＲＳサービスのＡＩマッチングシステムの開発３百万円であります。

なお、当社グループは、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しており

ます。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成29年９月30日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)

建物
工具、器具
及び備品

ソフトウエア 商標権 その他 合計

本社
(東京都新宿区)

事務所設備等 7,127 2,953 12,259 972 5,490 28,803 25（１）

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．「帳簿価額」欄の「その他」の内容は、ソフトウェア仮勘定であります。

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

４．当社は、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

５．従業員数は就業人員（当社からの出向者を除く）の合計であり、臨時雇用者数(アルバイト、契約社員を含

む。)は、年間の平均就労人員を(　)外数で記載しております。

６. 上記の他、主要な賃借物件は以下のとおりであります。
　　　

事業所名（所在地） 設備の内容 年間賃借料（千円）

本社（東京都新宿区） 事務所 20,237
 

 
(2) 国内子会社

平成29年９月30日現在

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿価額(千円)

従業員数
(人)建物及び

構築物
工具、器具
及び備品

ソフトウエ
ア

その他 合計

㈱キャスティング
ロード

本社他(東京都新
宿区)

事業所設備等 34,124 8,708 9,228 165 52,226
188
(43)

㈱ジョブス
本社他(東京都新
宿区)

事業所設備等 11,232 2,492 1,820 ― 15,544
72

(73)

㈱プロテクス
本社他(東京都新
宿区)

事業所設備等 44,635 1,784 3,198 5,683 55,301
21

(286)
 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．「帳簿価額」欄の「その他」の内容は、リース資産等であります。

３．従業員数は就業人員（当社からの出向者を除く）の合計であり、臨時雇用者数(アルバイト、契約社員を含

む。)は、年間の平均就労人員を(　)外数で記載しております。

４．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

５．当社グループは、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しており

ます。　
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６. 上記の他、主要な賃借物件は以下のとおりであります。

 
会社名 事業所名（所在地） 設備の内容 年間賃借料（千円）

株式会社キャスティングロード 本社（東京都新宿区） 事務所 29,522

株式会社プロテクス 営業所（静岡県焼津市） 倉庫 38,606

株式会社プロテクス 営業所（兵庫県伊丹市） 倉庫 25,200

株式会社プロテクス 営業所（埼玉県児玉郡） 倉庫 16,800
 

　　

なお、第５期第３四半期連結累計期間において、主要な設備に関しては新設、休止、大規模改修、除却、売却等に

よる著しい変動はありません。　

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

平成30年７月31日現在　

会社名
事業所名

（所在地）

設備の

内容

投資予定額 資金

調達

方法

着手年月
完了予定

年月

完成後の

増加能力
総額

（千円）

既支払額

（千円）

提出会社
本社

（東京都新宿区）

基幹

システム
104,000 ―

増資

資金

平成30年

10月

平成31年

９月
(注１)

提出会社
本社

（東京都新宿区）

基幹

システム
52,000 ―

増資

資金

平成31年

10月

平成32年

９月
(注１)

提出会社
本社

（東京都新宿区）
敷金 33,760 ―

増資

資金

平成30年

10月

平成31年

９月
(注１)

株式会社

キャスティング

ロード

新事業所

（新潟県、他

計３拠点）

設備、

保証金
33,000 ―

増資

資金

平成30年

10月

平成31年

９月
(注１)

株式会社

キャスティング

ロード

新事業所

（東京都、他

計５拠点）

設備、

保証金
55,000 ―

増資

資金

平成31年

10月

平成32年

９月
(注１)

株式会社

ジョブス

新事業所

（京都府、他

計３拠点）

設備、

保証金
33,000 ―

増資

資金

平成30年

10月

平成31年

９月
(注１)

株式会社

ジョブス

新事業所

（福岡県、他

計４拠点）

設備、

保証金
44,000 ―

増資

資金

平成31年

10月

平成32年

９月
(注１)

株式会社

ＣＲＳサービス
東京都新宿区

ＡＩマッ

チングシ

ステム

50,000 3,200

自己

資金

及び

増資

資金

平成30年

５月

平成31年

９月
(注１)

株式会社

ＣＲＳサービス
東京都新宿区

ＡＩマッ

チングシ

ステム

50,000 ―
増資

資金

平成31年

10月

平成32年

９月
(注１)

 

(注) １．完成後の増加能力については計数的把握が困難であるため、記載を省略しております。

２．当社グループは、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しており

ます。

 
(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。　

　

EDINET提出書類

ＣＲＧホールディングス株式会社(E34352)

有価証券届出書（新規公開時）

 43/131



第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,000,000

計 18,000,000
 

　　

② 【発行済株式】

 

種類 発行数(株)
上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 4,700,000 非上場

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。なお単元株式数は100株
であります。

計 4,700,000 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。　

第１回新株予約権(平成28年３月15日臨時株主総会決議)

 

区分
最近事業年度末現在
(平成29年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成30年８月31日)

新株予約権の数(個)　(注)１ 240,750 204,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)
(注)１．２

240,750 204,500

新株予約権の行使時の払込金額(円)　(注)３ 290 同左

新株予約権の行使期間
自　平成30年４月１日
至　平成38年２月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 290
資本組入額　　　 145

同左

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、担保権の設定、その他
一切の処分をすることができ
ないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

(注)５ 同左
 

(注) １．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、退職等により権利を喪失したものを減じた数であ

ります。

２．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数は、当社普通株式１株とする。

なお、当社が株式分割(株式無償分割を含む。)又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の

数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新

株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り

捨てる。
 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率
 

又、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換もしくは株式移転を行う場合又はその他や

むを得ない事由が生じた場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、合理的な範囲で調整されるものと

する。

３．当社が株式分割(株式無償割当を含む。)又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円

未満の端数は切り上げる。
　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
 

　
又、当社が行使価額を下回る払込金額で募集株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使

に基づく株式の発行・処分を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端

数は切り上げる。
　

調整後行使価額 ＝
既発行株式数×調整前行使価額＋新規発行株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数＋新規発行株式数
 

　
上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり処分金額」と読

み替えるものとする。

更に、上記の他、当社が吸収合併、新設合併、吸収分割、新設分割、株式交換もしくは株式移転を行う場合

又はその他やむを得ない事由が生じた場合には、行使価額は、合理的な範囲で調整されるものとする。
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４．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1) 新株予約権の割当を受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は、権利行使時においても、当社又は子

会社の取締役、監査役、従業員の地位を有していなければならない。ただし、取締役会が正当な理由があ

ると認めた場合は、この限りではない。

(2) 新株予約権者は、行使期間にかかわらず、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場された日か

ら２年を経過するまで、その権利を行使できない。

(3) 新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとする。

５．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以上

を総称して、以下、「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日において

残存する新株予約権(以下、「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」という。)の新株予

約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、

再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株

予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株

式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の

数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、(注)２．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

(注)３．で定められた行使価額を調整して得られる再編後払込金額に(注)２．に従って決定される当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使できる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予約

権を行使することができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使の条件

(注)４．に準じて決定する。

(7) 増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

(9) 新株予約権の取得事由

ａ．新株予約権者が権利行使をする前に、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全子会社

となる株式交換契約承認もしくは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合(株主総会

決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合)は、当社は無償で新株予約権を取得すること

ができる。

ｂ．新株予約権者が権利行使する前に、新株予約権の行使の条件の規定に該当しなくなった場合、及び新株

予約権者が保有する新株予約権を放棄した場合には、当社は無償で新株予約権を取得することができ

る。
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第２回新株予約権(平成29年４月24日臨時株主総会決議)

 

区分
最近事業年度末現在
(平成29年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成30年８月31日)

新株予約権の数(個) 1,750 1,750

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)　(注)１ 175,000 175,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)　(注)２ 315 同左

新株予約権の行使期間
自　平成31年12月１日
至　平成36年５月８日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 316
資本組入額　　　 158

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、担保権の設定、その他
一切の処分をすることができ
ないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

(注)４ 同左
 

(注) １．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下、「付与株式数」という。)は、当社普通株式100株と

する。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割(当社普通株式の無償割当てを含む。以下

同じ。)又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、新株予

約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結

果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割(又は併合)の比率
 

又、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他それらの場合

に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとす

る。

２．本新株予約権の割当後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円

未満の端数は切り上げる。
　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割(又は併合)の比率
 

　
又、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処

分を行う場合(新株予約権の行使に基づく株式の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。)、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。
　

 
調整後行使価額

 
＝

 
調整前行使価額

 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株あたり払込金額

新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に係

る自己株式数を控除した数とし、又、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式

数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

更に、上記の他、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、これらの場

合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うこ

とができるものとする。
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３．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1) 本新株予約権の割当てを受けた者(以下「新株予約権者」という。)は、本新株予約権の目的である当社普

通株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所に上場された場合又は当社取締役会が認めた場合に限り本

新株予約権を行使することができる。

(2) 本新株予約権者は、平成30年９月期から平成32年９月期までのいずれかの期の監査済みの当社連結損益計

算書における営業利益が、600百万円以上となった場合にのみ本新株予約権を行使することができる。な

お、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照す

べき指標を当社取締役会にて定めるものとする。

(3) 本新株予約権者は、本新株予約権を行使する時まで継続して、当社又は当社関係会社の取締役であること

を要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合

は、この限りではない。

(4) 本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(5) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(6) 各新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。)を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予

約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社(以下、

「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、(注)１．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

(注)２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、(注)１．に従って決定される当該

新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、

新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

ａ．当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認(株主総

会の承認を要しない場合には取締役会決議)がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日

の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

ｂ．新株予約権者が権利行使をする前に、新株予約権の行使の条件の規定により本新株予約権の行使ができ

なくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

(10)その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

５．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権１個あたりの発行価額は、100円とする。
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第３回新株予約権(平成29年４月24日臨時株主総会決議)

 

区分
最近事業年度末現在
（平成29年９月30日）

提出日の前月末現在
（平成30年８月31日）

新株予約権の数(個) 2,400 2,400

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)　(注)１ 240,000 240,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)　(注)２ 315 同左

新株予約権の行使期間
自　平成31年12月１日
至　平成36年５月８日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 316
資本組入額　　　 158

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、担保権の設定、その他
一切の処分をすることができ
ないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項

(注)４ 同左
 

(注) １．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下、「付与株式数」という。)は、当社普通株式100株と

する。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割(当社普通株式の無償割当てを含む。以下

同じ。)又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、新株予

約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結

果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割(又は併合)の比率
 

又、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他それらの場合

に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとす

る。

２．本新株予約権の割当後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円

未満の端数は切り上げる。
　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割(又は併合)の比率
 

　
又、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処

分を行う場合(新株予約権の行使に基づく株式の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。)、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。
　

 
調整後行使価額

 
＝

 
調整前行使価額

 
×

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株あたり払込金額

新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
 

 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式に係る発行済株式総数から当社普通株式に係

る自己株式数を控除した数とし、又、当社普通株式に係る自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式

数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

更に、上記の他、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、これらの場

合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うこ

とができるものとする。
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３．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。

(1) 本新株予約権の割当を受けた者(以下、「受託者」という。)は、本新株予約権を行使することができず、

かつ、本要項に別段の定めがある場合を除き、受託者より本新株予約権の付与を受けた者(以下、「本新

株予約権者」という。)のみが本新株予約権を行使できることとする。

(2) 本新株予約権者は、本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所に上

場された場合又は当社取締役会が認めた場合に限り本新株予約権を行使することができる。

(3) 本新株予約権者は、平成30年９月期から平成32年９月期までのいずれかの期の監査済みの当社連結損益計

算書における営業利益が、600百万円以上となった場合にのみ本新株予約権を行使することができる。な

お、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照す

べき指標を当社取締役会にて定めるものとする。

(4) 本新株予約権者は、本新株予約権を行使する時まで継続して、当社又は当社関係会社の取締役、監査役又

は従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締

役会が認めた場合は、この限りではない。

(5) 本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

(6) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

(7) 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

４．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。)を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予

約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社(以下、

「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、(注)１．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

(注)２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、(注)１．に従って決定される当該

新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、

新株予約権を行使することができる期間の末日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上記「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

ａ．当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認(株主総

会の承認を要しない場合には取締役会決議)がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日

の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

ｂ．新株予約権者が権利行使をする前に、新株予約権の行使の条件の規定により本新株予約権の行使ができ

なくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

(10)その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

５．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権１個あたりの発行価額は、100円とする。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年10月１日
(注)１

700 700 50,000 50,000 ― ―

平成27年11月26日
(注)２

△230 470 ― 50,000 ― ―

平成27年11月26日
(注)３

4,699,530 4,700,000 ― 50,000 ― ―
 

(注) １．発行済株式総数及び資本金の増加は、平成25年10月１日に新設分割により当社が設立されたことによるもの

であります。

２．発行済株式総数の減少は、自己株式の消却によるものであります。

３．株式分割(１：10,000)によるものであります。

 

(5) 【所有者別状況】

       平成30年７月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関 金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等

個人その他 計

個人以外 個人

株主数(人) ― ― ― 2 ― ― 15 17 ―

所有株式数
(単元) ― ― ― 17,000 ― ― 30,000 47,000 ―

所有株式数
の割合(％) ― ― ― 36.2 ― ― 63.8 100.0 ―
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成30年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,700,000
47,000

権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。なお、
単元株式数は100株であります。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 4,700,000 ― ―

総株主の議決権 ― 47,000 ―
 

 
② 【自己株式等】

    平成30年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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(7) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する方法

によるものであります。

当該制度の内容は、以下のとおりであります。

 

(第１回新株予約権)

 

決議年月日 平成28年３月15日

付与対象者の区分及び人数(名)

当社取締役　　　　　２
当社常勤監査役　　　１
当社従業員　　　　　８
当社子会社取締役　　４
当社子会社従業員　　84

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

同上
 

(注)　本書提出日の前月末日現在の付与対象者は、27名の退職等に伴う権利の喪失により72名であり、新株発行予定

数は51,750 株失効し、204,500株であります。

　

又、当社はストックオプション制度に準じた制度として、以下の新株予約権を発行しております。

 
(第２回新株予約権)

当社は、平成29年４月14日開催の取締役会決議に基づき、平成29年５月８日付で第２回新株予約権(平成29年４月

24日臨時株主総会決議)を当社代表取締役社長である古澤孝に対して有償にて発行しております。当該新株予約権

は、複合金融商品であるためストックオプション制度には該当しないものの、中長期的な企業価値向上へのインセ

ンティブ付与を目的としており、ストックオプション制度に準ずるものであります。

 

決議年月日 平成29年４月24日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役　　　　　１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

同上
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(第３回新株予約権)

当社の代表取締役会長である井上弘は、現在及び将来の当社及びその子会社・関連会社(以下「当社等」とい

う。)の取締役(委託者とその親族を除く。)、監査役及び従業員(以下「役職員」という。)に対する中長期的な企業

価値向上へのインセンティブ付与を目的として、平成29年４月14日開催の取締役会決議に基づき、平成29年５月８

日付で税理士持田秀之を受託者として「時価発行新株予約権信託」(以下「本信託(第３回新株予約権)」という。)

を設定しており、当社は、本信託(第３回新株予約権)に基づき、持田秀之に対して、第３回新株予約権(平成29年４

月24日臨時株主総会決議)を発行しております。当該新株予約権は、複合金融商品であるためストックオプション制

度には該当しないものの、中長期的な企業価値向上へのインセンティブ付与を目的としており、ストックオプショ

ン制度に準ずるものであります。

本信託(第３回新株予約権)の内容は次のとおりであります。

 

名称 単独運用・特定金外信託(新株予約権活用型インセンティブプラン)

委託者 井上　弘

受託者 持田　秀之

受益者 受益者適格要件を満たす者(受益者確定事由の発生後一定の手続を経て存在するに至ります。)

信託契約日

(信託期間開始日)
平成29年５月８日

信託期間満了日

平成33年11月末日の正午、東京証券取引所市場第一部又は第二部に上場した日から90日が経過

した日の正午、又は受託者が本新株予約権を保有しなくなったときのいずれか早いときをもっ

て信託期間満了日となります。

信託の目的
当初、委託者から受託者に対して金銭が信託されましたが、受託者による第３回新株予約権の

引受け、払込みにより現時点で第３回新株予約権2,400個となっております。

受益者適格要件

本信託契約の定めに従い、信託期間満了日時点の当社等の役職員のうち受益者として指定され

た者を受益者とし、本新株予約権の分配数量を確定します。

なお、分配のための具体的な基準は、信託契約日である平成29年５月８日付で定められた新株

予約権交付ガイドラインに規定されております。新株予約権交付ガイドラインとは、信託期間

満了日に本新株予約権を交付する当社等の役職員の範囲と数量を決定するために当社が定めた

準則であり、当社は新株予約権交付ガイドラインに従って当社等の役職員の業績を評価し、評

価委員会の決定により、本新株予約権の分配を行います。

１．毎年11月と東京証券取引所市場第一部又は第二部に株式上場した後60日経過時点で行われ

る貢献度評価の結果に応じて、ガイドラインに定める一定の条件を満たす者に対し、ボー

ナスパッケージを配分します。

２．交付基準時におけるボーナスパッケージの合計に応じた新株予約権の数を原則とし、新株

予約権の数量を決定します。
 

　

第３回新株予約権の概要は以下のとおりであります。

決議年月日 平成29年４月24日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社顧問税理士　持田　秀之　　　１　 (注)

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

同上
 

(注) 本新株予約権は、当社顧問税理士　持田秀之を受託者とする信託に割当てられ、当社による受益者の指定時に、

当該受益者に交付されます。

EDINET提出書類

ＣＲＧホールディングス株式会社(E34352)

有価証券届出書（新規公開時）

 54/131



 

２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 該当事項はありません。
 

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

 

３ 【配当政策】

当社は、財務体質の強化と事業拡大のための内部留保の充実等を図ることが重要であると考え、過去において配当

を行っておりませんが、株主に対する利益還元も経営の重要課題であると認識しております。

今後の配当政策の基本方針といたしましては、収益力の強化や事業基盤の整備を実施しつつ、内部留保の充実状況

及び企業を取り巻く事業環境を勘案した上で、株主に対して安定的かつ継続的な利益還元を実施する方針でありま

す。又、内部留保資金につきましては、事業拡大を目的とした中長期的な事業原資として利用していく予定でありま

す。

なお、剰余金の配当を行う場合、年１回の剰余金の配当を期末に行うことを基本としており、その他年１回中間配

当を行うことができる旨を定款で定めております。なお、当社は会社法第459条第１項の規定に基づき、剰余金の配当

に係る決定機関を取締役会とする旨を定款で定めております。

 

４ 【株価の推移】

当社株式は非上場であるため、該当事項はありません。
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５ 【役員の状況】
 

男性　８名　女性　―名　(役員のうち女性の比率―％)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役
会長

― 井上　弘 昭和31年８月14日生

昭和55年４月 積水ハウス株式会社　入社

(注)３ 2,289,300

昭和61年６月 有限会社サードライフ設立　代表

取締役就任

平成５年４月 株式会社ジリオン(現　レッド

ロック株式会社)設立　代表取締

役就任(現任)

平成８年６月 サイバーシステム有限会社設立　

代表取締役就任

〃 株式会社シーキャスト設立　代表

取締役就任

平成13年３月 株式会社ジリオンキャリアリンク

(現　株式会社キャスティング

ロード)設立　代表取締役就任(現

任)

平成22年６月 株式会社ＣＲテレコム(現　株式

会社イノベーションネクスト)設

立　代表取締役就任

平成23年３月 株式会社ＣＲトランスポート

(現　株式会社イノベーションネ

クスト)設立　代表取締役会長就

任

平成24年８月 株式会社ＳＯＲＡＮＯＴＥ設立　

代表取締役就任

平成25年10月 当社設立　代表取締役会長就任

(現任)

平成26年９月 株式会社イーエヌピー設立　代表

取締役就任

代表取締役
社長

― 古澤　孝 昭和48年１月13日生

平成３年４月 富士通株式会社　入社

(注)３ 650,000

平成６年３月 有限会社ネスト　入社

平成７年４月 株式会社ジリオン(現　レッド

ロック株式会社)　入社

平成９年９月 株式会社ジリオン　取締役就任

平成13年３月 株式会社ジリオンキャリアリンク

(現　株式会社キャスティング

ロード)取締役就任

平成22年６月 株式会社ＣＲテレコム(現　株式

会社イノベーションネクスト)設

立　代表取締役就任

平成25年10月 当社　取締役就任

〃 株式会社キャスティングロード　

代表取締役就任(現任)

平成26年10月 株式会社キャスティングロードネ

クスト(現　株式会社イノベー

ションネクスト)　代表取締役就

任

平成28年６月 株式会社ＴＲＭ設立　代表取締役

就任(現任)

平成28年10月 当社　代表取締役社長就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

上席取締役
管理本部長
兼ＣＦＯ

小田　康浩 昭和46年４月10日生

平成７年４月 株式会社日本長期信用銀行(現　

株式会社新生銀行)　入行

(注)３ 15,000

平成15年１月 株式会社静岡銀行　入行

平成18年11月 株式会社毎日　入社

平成19年11月 株式会社ＭＡＣＧ　入社

平成20年３月 株式会社キャスティングロード　

入社

平成20年５月 新光証券株式会社(現　みずほ証

券株式会社)　入社

平成24年７月 株式会社キャスティングロード　

入社

平成25年10月 株式会社ＣＲＳサービス　代表取

締役就任

〃 株式会社ＣＲドットアイ　取締役

就任

平成27年10月 当社　取締役管理本部長兼ＣＦＯ

就任

平成27年12月 株式会社キャスティングロード　

取締役就任(現任)

平成28年10月 当社　上席取締役管理本部長兼Ｃ

ＦＯ就任(現任)

取締役 ― 半田　純也 昭和40年３月24日生

昭和62年４月 日本ＮＣＲ株式会社　入社

(注)
１、３

―

平成12年１月 サイベース株式会社　入社

平成13年６月 ＫＶＨ株式会社(現　Ｃｏｌｔテ

クノロジーサービス株式会社)　

入社

平成16年６月 株式会社アイ・エム・ジェイ　入

社

平成19年５月 株式会社ぐるなび　入社

平成20年３月 株式会社ぐるなび　執行役員就任

平成25年６月 株式会社メンバーズ　入社

執行役員就任

平成28年12月 当社　社外取締役就任(現任)

常勤監査役 ― 岡野　務 昭和46年10月３日生

平成６年４月 株式会社山新　入社

(注)４ 10,000

平成８年２月 株式会社ジリオン(現　レッド

ロック株式会社)　入社

平成21年11月 株式会社キャスティングロード　

入社

平成27年４月 当社　常勤監査役就任(現任)

平成27年12月 株式会社キャスティングロード　

監査役就任(現任)

常勤監査役 ― 島　正彦 昭和35年１月22日生

昭和58年４月 朝日生命保険相互会社　入社

(注)
２、４ ―

平成14年４月 株式会社オリックス信託銀行

（現　オリックス銀行株式会

社）　入行

平成17年２月 株式会社東京スター銀行　入行

平成22年４月 経済産業省　入省

平成30年１月 当社　常勤社外監査役就任（現

任）

監査役 ― 阿久津　操 昭和33年１月15日生

昭和55年４月 株式会社日本リクルートセンター

(現　株式会社リクルートホール

ディングス)　入社

(注)
２、４

2,500

平成７年７月 株式会社エイブル　入社　

平成９年８月 株式会社プラザクリエイト　入

社　

平成11年７月 株式会社バックスグループ　入

社　

平成14年３月 株式会社アパマンショップネット

ワーク　入社

平成16年３月 株式会社ココブリーズ設立　代表

取締役就任(現任)

平成18年２月 株式会社博展　監査役就任

平成21年３月 株式会社リブセンス　監査役就任

平成26年６月 弁護士ドットコム株式会社　監査

役就任(現任)

平成27年５月 ＢＡＳＥ株式会社　監査役就任

(現任)

平成27年12月 当社　社外監査役就任(現任)

平成30年６月 ＡＩ ｉｎｓｉｄｅ株式会社　監

査役就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 ― 長井　亮輔 昭和56年３月29日生

平成15年４月 中央青山監査法人(現　新日本有

限責任監査法人)　入所

(注)
２、４

2,500

平成19年12月 アビームコンサルティング株式会

社　入社

平成21年３月 アビームＭ＆Ａコンサルティング

株式会社(現　ＰｗＣアドバイザ

リー合同会社)に転籍

平成24年５月 株式会社Ｓｔａｎｄ ｂｙ Ｃ

Ｊａｐａｎ設立　代表取締役(現

任)

平成25年７月 新日本有限責任監査法人　入所

平成27年４月 株式会社Ｅ－ＦＡＳ設立　代表取

締役(現任)

〃 株式会社エニウェア設立　代表取

締役(現任)

平成27年12月 当社　社外監査役就任(現任)

計 2,969,300
 

 

(注) １．取締役　半田純也は、社外取締役であります。

２．監査役　島正彦、阿久津操及び長井亮輔は、社外監査役であります。

３．平成30年５月29日開催の臨時株主総会終結の時から、平成30年９月期に係る定時株主総会の終結の時までで

あります。

４．平成30年５月29日開催の臨時株主総会終結の時から、平成33年９月期に係る定時株主総会の終結の時までで

あります。

５．当社では、迅速かつ円滑な業務の執行と経営判断の実現のため、執行役員制度を導入しております。

なお、執行役員は２名であり、氏名及び職名は次のとおりであります。
 

氏名 職名

三並　史典 事業戦略本部長

酒井　大 管理本部副本部長兼総務人事部長
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、私たちに関わるすべての人［クライアント・派遣スタッフ・従業員］を大切にし、人を大切

にする世界・誰もが生き生きと働ける社会の実現を目指しており、これを私たちのミッションとして、持続的な

顧客の成長と当社グループの成長を実現すべく事業を運営しております。この事業運営に関して、経営の健全性

及び透明性を確保し、的確な意思決定・業務執行・監督が機能する経営体制を構築し、企業価値の最大化を目指

すことを、コーポレート・ガバナンスの基本方針としております。

又、コーポレート・ガバナンスの体制を整備し、必要な施策を適宜実施していくことを、経営上の重要な課題

の一つに位置付けており、取締役による的確な意思決定と迅速な業務執行を行う一方、適正な監査及び監視を可

能とする経営体制を構築しコーポレート・ガバナンスの充実・強化に努めてまいります。

当社は、支配株主との間で取引を行わない方針ですが、今後取引を検討するような事情が生じた場合、少数株

主の利益を損なうことのないよう、取引理由及びその必要性、取引条件及びその決定方法の妥当性等について、

取締役会において十分に審議した上で意思決定を行うこととしております。

　

②　コーポレート・ガバナンス体制の概要

当社のコーポレート・ガバナンス体制図は次のとおりであります。　　
 

　
(a) コーポレート・ガバナンス体制の概要及び同体制を採用する理由

当社は、監査役会設置会社であり、意思決定における牽制と監視が実質的に機能するよう、会議体における

決裁を重視した体制を採用しております。監査については監査役、監査法人の他、内部監査担当者が各種監査

を行っております。又、当社は法定機関の他に、意思決定の迅速な対応を補完する機能として、経営会議を設

置しております。当社における業務執行上の重要な意思決定の多くは、取締役会及び経営会議に集約されてお

ります。
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取締役会は、取締役４名（うち社外取締役１名）で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執

行を監督する権限を有しております。原則として毎月１回の定期開催と、必要に応じて随時機動的に臨時開催

を行っております。取締役会では、経営に関する重要事項についての意思決定を行う他、取締役から業務執行

状況の報告を適宜受け、取締役の業務執行を監督しております。

監査役会は、監査役４名（うち社外監査約３名）で構成され、監査に関する重要な事項について報告を受

け、協議を行い、又は決議を行っております。　　

経営会議は、当社の常勤取締役、常勤監査役、執行役員、本部長、副本部長、室長・部長及び当社子会社の

取締役その他当社の代表取締役社長が必要と認めた者で構成され、原則毎月１回定期的に開催し、取締役会で

決議された基本的方針に基づき、グループの全般的な業務執行方針及び計画を協議する他、重要な業務の実施

に関する事項について、迅速かつ機動的な意思決定を行うとともに、業務執行状況の確認を行っております。

　

当社は取締役の意思決定及び業務執行が合理的に行われ、監査役監査が十分に機能し、更に社外監査役の選

任により一層の監督効果が得られていると認識しているため、現状の体制を採用しております。

　

(b) 内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況

ａ．当社グループ各社の役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．当社グループ各社の役職員が法令及び定款を遵守し、コンプライアンス体制の整備及びコンプライアン

スの実践を図るため、「コンプライアンス規程」を定める。

ロ．部門の責任者は、部門固有のコンプライアンス・リスクを認識し、主管部門とともに法令遵守体制の整

備及び推進に努める。

ハ．法令・定款の違反行為を予防・早期発見するため、当社グループの事業に従事する者からの内部通報制

度を設ける。

ニ．当社グループの役職員に対して、コンプライアンスに係る継続的な教育・研修を行う。

ホ．「反社会的勢力対応規程」及び関連マニュアルを定め、反社会的勢力とは一切の関係を遮断するととも

に、これら反社会的勢力に対しては警察等の外部専門機関と緊密に連携し、毅然とした態度で対応す

る。

　

ｂ．当社グループ各社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

イ．「文書管理規程」を定め、同規程に従い、取締役の職務の執行に係る情報を含む文書等は経営判断等に

用いた関連資料とともに保存する。

ロ．当社グループ各社の取締役の職務の執行に係る情報は、取締役又は監査役等から要請があった場合に備

え、適時閲覧可能な状態を維持する。

　

ｃ．当社グループ各社における損失の危険管理に関する規程その他の体制

イ．当社グループの業務の遂行を阻害する各種のリスクについては、それぞれの主管部門及び「リスク管理

規程」を定めて対応するとともに、必要に応じてリスク対策本部を設置して審議する。

ロ．事業の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏えい、重大な信用失墜、災害等の危機に対しては、しかるべき

予防措置をとる。

ハ．リスクの管理に係る体制については、継続的な改善活動を行うとともに、定着を図るための継続的な教

育・研修を実施する。

　

ｄ．当社グループ各社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．迅速かつ円滑な業務の執行と経営判断の実現のため、「執行役員規程」に基づき、執行役員制度を導入

する。

ロ．事業活動の総合調整と業務執行の意思統一を図るため経営会議を設置し、当社グループの全般的な重要

事項について審議する。経営会議は原則として月１回開催する。

ハ．グループ中期経営計画を策定し、事業部門の目標と責任を明確にするとともに、予算と実績の差異分析

を通じて業績目標の達成を図る。

ニ．経営の効率化とリスク管理を両立させ、内部統制が有効に機能するよう、ＩＴシステムの主管部門を置

いて整備を進め、グループ全社レベルでの最適化を図る。
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ｅ．監査役及びその職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確

保に関する事項等

イ．監査役からその職務を補助すべき使用人を配置することを求められた場合は、監査役と協議して配置す

ることとする。

ロ．監査役の職務を補助すべき使用人は、その職務については監査役の指揮命令に従い、その評価は監査役

と協議して行う。　

 
ｆ．当社グループ各社の役職員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

イ．監査役の要請に応じて、役職員は、事業及び内部統制の状況等の報告を行い、内部監査担当者は内部監

査の結果等を報告する。

ロ．当社グループ各社の役職員は、重大な法令・定款違反及び不正行為の事実、又は会社に著しい損害を及

ぼす恐れのある事実を知ったときには、速やかに当社グループの定める担当部門に報告する。当該担当

部門は、報告を受けた事項について速やかに当社の監査役に報告する。

ハ．監査役へ報告した者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、そ

の旨を周知徹底する。

 
ｇ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握できるようにするため、監査役は取締役会の他、経営

会議その他の重要な会議に出席できる。又、当社は、監査役から要求のあった文書等は、随時提供す

る。

ロ．監査役の職務の執行について生ずる費用及び債務については、原則、当社が負担するものとし、監査役

の職務の執行に必要でないことを当社が証明した場合を除き、当社は請求に従って支払いを行う。

 
③　内部監査、監査役監査及び会計監査の状況

(a) 内部監査の状況

内部監査は、代表取締役社長が任命した内部監査担当者１名が各部門の業務に対し、内部監査規程及び毎期

策定する内部監査計画等に基づき内部監査を実施し、必要に応じ監査結果を取締役及び監査役に報告しており

ます。代表取締役社長は、被監査部門に対して、監査結果を踏まえて改善指示を行い、その改善状況について

書面により報告を行わせることにより、内部監査の実効性を確保しております。なお、当社はより一層のコン

プライアンス遵守体制の強化を図ることを目的とし、総務人事部内に業務監査チームを設置しております。こ

の業務監査チームは、許認可事業にかかる業法に特化して内部監査室と連携して監査を実施しております。

 
(b）監査役会及び監査役監査の状況

当社は、監査役会制度を採用し、監査役会は、常勤監査役２名（うち社外監査役１名）及び非常勤監査役２

名（社外監査役）で構成されております。監査役には、経営者としての豊富な経験と幅広い見識がある者、公

認会計士、一般株主と利益が相反するような事情のない者を選任しております。

監査役は、監査役会で定められた監査方針、監査計画に基づき、原則として月１回開催される取締役会への

出席や、業務、財産の状況等の調査を通じ取締役の職務執行の監査を行っております。又、監査役は経営会議

その他の重要な会議に出席して意見を述べるとともに、重要な稟議書等の決裁書類及び関係資料の閲覧等を行

い、監査を実施しております。監査役会については月１回開催し、相互に適宜連絡・連携することにより、組

織運営において顕在化しにくい様々なリスク等に関して、業務執行から独立した監査を行っております。
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(c) 会計監査の状況

当社は、有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けており、それに基づき報酬を支払っ

ております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名及び会計監査業務に係る補助者の構成は以下の

とおりであります。なお、同監査法人及びその業務執行社員と当社との間には特別な利害関係はありません。

　

会計監査業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員　業務執行社員　　轟　芳英

指定有限責任社員　業務執行社員　　坂井　知倫

当社に係る継続監査年数が７年を超えないため、当該継続年数の記載を省略しております。

　

会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　６名　その他　８名

　

(d）内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携

内部監査担当者は、監査役と定期的に会合をもち、監査計画をはじめ、監査結果や進捗状況を報告し、意見

及び情報の交換を行う他、内部通報制度の運用状況を報告する等、相互連携を図っております。

監査役及び内部監査担当者は、会計監査人から四半期ごとに監査結果の報告を受ける他、適時に会計監査人

と会合をもち、意見及び情報の交換を行う等、相互に連携を図っております。

又、内部監査担当者は、これらの監査により指摘を受けた事項について検討し、必要な対応を図っておりま

す。

　

④　社外取締役及び社外監査役と当社の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

当社の社外取締役は１名であります。

社外取締役　半田純也は、当社グループが中期的経営目標として掲げる「人材とＩＴの融合」の実現を目指す

中、企業経営に対する幅広い経験や見識を当社の経営に反映していただく目的で選任しております。社外取締役

と当社との間に人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係はありません。

当社の社外監査役は３名であります。

常勤社外監査役　島正彦は長きにわたり金融機関に在籍し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し、当

社の監査においてその職務を適切に遂行していただけると判断し、常勤社外監査役として選任しております。

社外監査役　阿久津操は、上場企業の監査役経験者であり、上場企業のガバナンスの在り方を踏まえた監査を

行っていただくことを目的として選任しております。又、社外監査役　長井亮輔は公認会計士の資格を有してお

り、会社財務等の専門的な知見等を活かして公正な監査を行っていただけるものと期待し、選任しております。

社外監査役　阿久津操及び長井亮輔は、当社普通株式を保有しておりますが、いずれの者との間にも人的関係及

び取引関係はありません。

なお、当社は社外取締役及び社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針は定めてお

りませんが、選任に当たっては、株式会社東京証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を勘案してお

ります。社外取締役、社外監査役と当社との間には、特別な利害関係はなく、一般株主と利益相反の生じるおそ

れのないことから、これらの中から上場時における独立役員として指定し、届け出る予定であります。

　

⑤　取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できることを目的として、会社

法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役及び監査役(取

締役及び監査役であったものを含む。)の損害賠償責任を、法令の限度において免除することができる旨を定款に

定めております。

　

⑥　責任限定契約の内容の概要

当社と取締役(業務執行取締役等であるものを除く。)及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定めております。ただし、当

該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額としております。

なお、当該責任限度が認められるのは、当該取締役及び監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意

かつ重大な過失がないときに限られます。　
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⑦　役員の報酬等

(a) 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

当社の取締役及び監査役に対する報酬等の額は次のとおりであります。

 

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(人)基本報酬
ストック・
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

144,000 144,000 ― ― ― ３

監査役
(社外監査役を除く。)

12,000 12,000 ― ― ― １

社外取締役 3,960 3,960 ― ― ― １

社外監査役 6,900 6,900 ― ― ― ２

合計 166,860 166,860 ― ― ― ７
 

　

(b) 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１憶円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 
(c) 使用人兼役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

 
(d) 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

取締役の報酬限度額は平成30年５月29日開催の臨時株主総会決議において年額300,000千円以内、監査役の報

酬限度額は平成27年12月25日開催の定時株主総会決議において年額50,000千円以内とそれぞれ決議をされてお

ります。

当社は、役員の報酬について、前述の株主総会決議の総額の範囲内において決定いたします。

又、前述の報酬限度額とは別に、取締役を対象とした新株予約権の付与を行うことがあります。目的は取締

役に対し長期的貢献を促すためであります。

取締役の報酬につきましては、当社の業績に加え、本人の成果、業績に対する貢献度合い、今後担うべき役

割等を総合的に勘案して決定いたします。なお、決定方法につきましては、金銭報酬については取締役会の委

任を受け、前述の方針に基づき代表取締役が決定し、新株予約権の付与については株主総会で決定し、取締役

会にて詳細を決議いたします。

監査報酬につきましては、監査役会の協議により決定いたします。

　

⑧　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものです。

　

⑨　取締役の定数

当社の取締役は６名以内とする旨を定款で定めております。

　

⑩　取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、累積投票によらない旨を定款で定めております。
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⑪　剰余金の配当等の決定機関

当社は、資本政策の機動性確保と株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第459条第１項各号に定める事

項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定

款に定めております。また、取締役会の決議によって中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

　

⑫　自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって自己株式を取得することができる旨を定

款に定めております。これは経営環境の変化に応じた機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等に

より自己の株式を取得することを目的としております。

 
(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

最近連結会計年度の前連結会計年度 最近連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 15,000 3,570 18,300 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 15,000 3,570 18,300 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

(最近連結会計年度の前連結会計年度)

該当事項はありません。

 

(最近連結会計年度)

該当事項はありません。

 

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(最近連結会計年度の前連結会計年度)

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、株式上場準備に関するアドバイザ

リー業務であります。

 
(最近連結会計年度)

該当事項はありません。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、当社の規模や監査日数、監査内容等を勘案して決定しておりま

す。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び四半期連結財務諸表並びに財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下、「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

(3) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づい

て作成しております。

 

２．監査証明について

(1) 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成27年10月１日から平成28年９

月30日まで)及び当連結会計年度(平成28年10月１日から平成29年９月30日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度

(平成27年10月１日から平成28年９月30日まで)及び当事業年度(平成28年10月１日から平成29年９月30日まで)の財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

 

(2) 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年10月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応できるよう体制を整備するため、財務・会計の専門書の

購読を行っている他、各種セミナー等へ参加をし、会計分野の資格取得を推進しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年９月30日)
当連結会計年度

(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,415,573 1,740,421

  受取手形及び売掛金 2,052,706 2,203,021

  繰延税金資産 61,400 46,609

  その他 87,381 107,034

  貸倒引当金 △38,162 △5,941

  流動資産合計 3,578,899 4,091,145

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 68,065 127,125

    減価償却累計額 △21,946 △27,992

    建物及び構築物（純額） 46,119 99,132

   工具、器具及び備品 42,788 47,399

    減価償却累計額 △22,593 △30,418

    工具、器具及び備品（純額） 20,194 16,981

   その他 6,276 8,958

    減価償却累計額 △2,331 △3,080

    その他（純額） 3,944 5,877

   有形固定資産合計 70,258 121,991

  無形固定資産   

   のれん 1,320 330

   ソフトウエア 24,128 28,917

   その他 1,081 6,462

   無形固定資産合計 26,530 35,710

  投資その他の資産   

   敷金 139,051 125,763

   繰延税金資産 72,775 120,089

   その他 24,274 11,798

   貸倒引当金 △17,489 △4,477

   投資その他の資産合計 218,611 253,174

  固定資産合計 315,399 410,875

 資産合計 3,894,299 4,502,021
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年９月30日)
当連結会計年度

(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 42,222 49,106

  短期借入金 ※  200,000 ※  550,000

  1年内返済予定の長期借入金 304,215 335,072

  1年内償還予定の社債 35,000 35,000

  未払法人税等 76,738 64,050

  未払消費税等 505,173 444,871

  未払金 171,293 318,184

  未払費用 864,804 886,184

  賞与引当金 64,066 66,283

  その他 40,833 40,721

  流動負債合計 2,304,347 2,789,473

 固定負債   

  社債 110,000 75,000

  長期借入金 796,172 ※  754,340

  その他 9,767 8,514

  固定負債合計 915,939 837,854

 負債合計 3,220,286 3,627,328

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 50,000 50,000

  資本剰余金 279,217 279,217

  利益剰余金 344,795 545,060

  株主資本合計 674,013 874,277

 新株予約権 ― 415

 純資産合計 674,013 874,692

負債純資産合計 3,894,299 4,502,021
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【四半期連結貸借対照表】

          (単位：千円)

          
当第３四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部  

 流動資産  

  現金及び預金 1,876,200

  受取手形及び売掛金 2,330,648

  その他 119,528

  貸倒引当金 △5,603

  流動資産合計 4,320,774

 固定資産  

  有形固定資産 116,942

  無形固定資産 71,890

  投資その他の資産  

   その他 245,915

   貸倒引当金 △3,557

   投資その他の資産合計 242,358

  固定資産合計 431,192

 資産合計 4,751,966

負債の部  

 流動負債  

  買掛金 37,835

  短期借入金 550,000

  1年内返済予定の長期借入金 228,864

  1年内償還予定の社債 35,000

  未払法人税等 117,066

  未払費用 1,003,273

  賞与引当金 55,579

  その他 891,266

  流動負債合計 2,918,885

 固定負債  

  社債 43,500

  長期借入金 586,092

  その他 8,337

  固定負債合計 637,929

 負債合計 3,556,815

純資産の部  

 株主資本  

  資本金 50,000

  資本剰余金 279,217

  利益剰余金 865,518

  株主資本合計 1,194,735

 新株予約権 415

 純資産合計 1,195,150

負債純資産合計 4,751,966
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年９月30日)

売上高 16,600,452 18,856,091

売上原価 13,431,942 15,433,692

売上総利益 3,168,509 3,422,399

販売費及び一般管理費 ※１,※２  3,029,980 ※１,※２  3,148,681

営業利益 138,529 273,717

営業外収益   

 受取利息及び配当金 102 10

 消費税差額金 18,488 23,696

 助成金収入 5,100 8,206

 その他 6,313 2,773

 営業外収益合計 30,003 34,685

営業外費用   

 支払利息 14,844 12,521

 事務所移転費用 ― 3,847

 その他 2,487 1,466

 営業外費用合計 17,332 17,834

経常利益 151,200 290,568

特別利益   

 固定資産売却益 ※３  1,052 ―

 特別利益合計 1,052 ―

特別損失   

 固定資産売却損 ※４  1,395 ―

 固定資産除却損 ※５  4,771 ※５  357

 特別損失合計 6,166 357

税金等調整前当期純利益 146,086 290,210

法人税、住民税及び事業税 151,331 122,469

法人税等調整額 △93,075 △32,523

法人税等合計 58,255 89,946

当期純利益 87,830 200,264

親会社株主に帰属する当期純利益 87,830 200,264
 

EDINET提出書類

ＣＲＧホールディングス株式会社(E34352)

有価証券届出書（新規公開時）

 69/131



【連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年９月30日)

当期純利益 87,830 200,264

包括利益 87,830 200,264

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 87,830 200,264

 非支配株主に係る包括利益 ― ―
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【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年10月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 15,514,544

売上原価 12,437,610

売上総利益 3,076,934

販売費及び一般管理費 2,564,863

営業利益 512,070

営業外収益  

 助成金収入 12,700

 その他 2,767

 営業外収益合計 15,468

営業外費用  

 支払利息 12,148

 その他 1,704

 営業外費用合計 13,853

経常利益 513,685

特別損失  

 固定資産除却損 576

 特別損失合計 576

税金等調整前四半期純利益 513,109

法人税、住民税及び事業税 177,865

法人税等調整額 14,785

法人税等合計 192,651

四半期純利益 320,457

親会社株主に帰属する四半期純利益 320,457
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年10月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 320,457

四半期包括利益 320,457

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 320,457

 非支配株主に係る四半期包括利益 ―
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

 (単位：千円)

 
株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 50,000 861,026 256,965 △578,168 589,822 ― 589,822

当期変動額        

自己株式の消却  △578,168  578,168 ―  ―

子会社株式の追加取得  △3,640   △3,640  △3,640

親会社株主に帰属する

当期純利益
  87,830  87,830  87,830

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       

当期変動額合計 ― △581,808 87,830 578,168 84,190 ― 84,190

当期末残高 50,000 279,217 344,795 ― 674,013 ― 674,013
 

　

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

 (単位：千円)

 
株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 50,000 279,217 344,795 ― 674,013 ― 674,013

当期変動額        

親会社株主に帰属する

当期純利益
  200,264  200,264  200,264

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     415 415

当期変動額合計 ― ― 200,264 ― 200,264 415 200,679

当期末残高 50,000 279,217 545,060 ― 874,277 415 874,692
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前連結会計年度
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 146,086 290,210

 減価償却費 28,342 24,774

 助成金収入 △5,100 △8,206

 事務所移転費用 ― 3,847

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 8,717 △45,232

 賞与引当金の増減額（△は減少） 23,734 2,216

 固定資産売却益 △1,052 ―

 固定資産売却損 1,395 ―

 固定資産除却損 4,771 357

 受取利息及び受取配当金 △102 △10

 支払利息 14,844 12,521

 売上債権の増減額（△は増加） △386,664 △150,314

 仕入債務の増減額（△は減少） 8,122 6,883

 未払金の増減額（△は減少） 47,486 143,462

 未払費用の増減額（△は減少） 238,569 21,380

 未払消費税等の増減額（△は減少） 77,042 △60,302

 その他 △31,150 16,756

 小計 175,043 258,344

 利息及び配当金の受取額 102 10

 利息の支払額 △14,816 △12,463

 助成金の受取額 5,100 8,206

 法人税等の支払額 △196,180 △150,352

 営業活動によるキャッシュ・フロー △30,750 103,746

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期性預金の払戻による収入 44,011 ―

 有形固定資産の取得による支出 △31,676 △61,081

 有形固定資産の売却による収入 14,310 ―

 無形固定資産の取得による支出 △6,950 △18,720

 敷金の差入による支出 △57,109 △20,342

 敷金の回収による収入 12,804 21,384

 その他 1,757 △1,085

 投資活動によるキャッシュ・フロー △22,852 △79,846

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△3,640 ―

 短期借入金の純増減額（△は減少） ― 350,000

 長期借入れによる収入 1,230,000 300,000

 長期借入金の返済による支出 △720,626 △310,975

 社債の償還による支出 △35,000 △35,000

 新株予約権の発行による収入 ― 415

 その他 △24,184 △3,491

 財務活動によるキャッシュ・フロー 446,548 300,948

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 392,945 324,848

現金及び現金同等物の期首残高 1,022,627 1,415,573

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,415,573 ※  1,740,421
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　７社

連結子会社の名称

株式会社キャスティングロード

株式会社ジョブス

株式会社プロテクス　

株式会社ＣＲドットアイ

株式会社ＣＲＳサービス

株式会社イノベーションネクスト　※

株式会社ラプラス

※　平成28年４月１日付で、商号を株式会社キャスティングロードネクストから変更しました。

 
(2) 非連結子会社

該当する会社はありません。

 
２．持分法の適用に関する事項

該当する会社はありません。

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 
４．会計方針に関する事項

(1) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物(建物附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　６～17年

工具、器具及び備品　２～15年

 
②　無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

 
(2) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 
②　賞与引当金

従業員への賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

 
(3) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 
(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　６社

連結子会社の名称

株式会社キャスティングロード

株式会社ジョブス

株式会社プロテクス

株式会社ＣＲドットアイ

株式会社ＣＲＳサービス

株式会社イノベーションネクスト

※　前連結会計年度において当社の連結子会社でありました株式会社ラプラスは、平成28年11月に同じく当社

の連結子会社である株式会社キャスティングロードを存続会社とする吸収合併により消滅しております。

　

(2) 非連結子会社の数　　　１社

非連結子会社の名称

ＣＲＧホールディングス株式会社　新株予約権信託

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 
２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用している関連会社及び非連結子会社はありません。

持分法を適用していない非連結子会社ＣＲＧホールディングス株式会社　新株予約権信託は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 
４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　６～17年

工具、器具及び備品　２～15年

 
②　無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。 　
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(2) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 
②　賞与引当金

従業員への賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

 
(3) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

 
(4) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 
(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(会計方針の変更)

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対応報告

第32号　平成28年６月17日)を当連結会計年度から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物

に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、これによる連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

　

(企業結合に関する会計基準等の適用)

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企

業会計基準第22号　平成25年９月13日)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13

日)等を当連結会計年度から適用しております。

なお、これによる連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

　　

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。

 
(未適用の会計基準等)

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26条　平成28年３月28日)

１．概要

(1) 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する会計上

の実務指針及び監査上の実務指針(会計処理に関する部分)を企業会計基準委員会に移管するに際して、企業会計

基準委員会が、当該実務指針のうち主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性

の判断に関する監査上の取扱い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針について、企

業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積るという取り扱いの枠組みを基本的に踏襲し

た上で、分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取り扱いの一部について必要な見直しを行ったもので、繰延税

金資産の回収可能性について、「税効果会計に係る会計基準」(企業会計審議会)を適用する際の指針を定めたも

のであります。

　

(2) 分類の要件及び繰延税金資産の計上額の取り扱いの見直し

・(分類１)から(分類５)に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取り扱い
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・(分類２)及び(分類３)に係る分類の要件

・(分類２)に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取り扱い

・(分類３)に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取り扱い

・(分類４)に係る分類の要件を満たす企業が(分類２)又は(分類３)に該当する場合の取り扱い

　

２．適用予定日

平成29年９月期の期首から適用します。

　

３．当該会計基準等の適用による影響

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による連結財務諸表に与える影響はありません。

　

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。

　

(表示方法の変更)

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。

　

(会計上の見積りの変更)

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。

　

(追加情報)

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年3月28日）を当連結会計

年度から適用しております。
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(連結貸借対照表関係)

※　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約及びコミットメントライン契

約を締結しております。これらの契約に基づく連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る

借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成28年９月30日)
当連結会計年度

(平成29年９月30日)

当座貸越極度額及び
貸出コミットメントの総額

750,000千円 1,250,000千円

借入実行残高 200,000 750,000

差引額 550,000 500,000
 

なお、上記の契約については、以下のとおり財務制限条項が付されております。

これらの条項のうち(1)又は(2)のいずれか１項目以上に抵触した場合、当社は借入先の請求により期限の利益を失

い、直ちにその借入金全額を返済する義務を負っております。

又、(3)に抵触した場合、当社は上記の契約に基づく新規貸付の実行を受けられなくなります。

(1) 平成28年９月決算期を初回とする各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、純資産の部の合計額

を、平成27年９月決算期の年度決算期の末日における連結の純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日におけ

る連結の純資産の部の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

(2) 平成28年９月決算期を初回とする各年度決算期の末日における当社の連結損益計算書において、経常損益の金額

を０円以上に維持すること。

(3) 平成28年３月を初回とする３月、６月、９月及び12月の各月末日における当社グループ各社の金融機関からの借

入の合計額が、収支ズレ(以下の計算式により算出される収支ズレを意味する。)と現預金を単純合算した金額の

合計額を上回らないこと。

収支ズレ＝売掛金＋棚卸資産－買掛金
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(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日)

給料手当 977,008千円 1,098,472千円

広告宣伝費 483,744 483,898

貸倒引当金繰入額 9,332 △34,220

賞与引当金繰入額 60,196 62,287
 

　

※２　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日)

 124,825千円 33,242千円
 

　

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日)

リース資産 1,052千円 ―千円
 

　

※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日)

リース資産 1,395千円 ―千円
 

　

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日)

建物及び構築物 4,069千円 357千円

工具、器具及び備品 701 ―

計 4,771 357
 

 

(連結包括利益計算書関係)

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。
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(連結株主資本等変動計算書)

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 700 4,699,530 230 4,700,000
 

(注) １．当社は、平成27年11月26日付で、普通株式１株につき10,000株の株式分割を行ったため、発行済株式数が増

加しております。普通株式の発行済株式総数の増加4,699,530株は、株式分割によるものであります。

２．普通株式の発行済株式数の減少230株は、自己株式の消却によるものであります。
　
２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 230 ― 230 ―
 

(注)　普通株式の自己株式の減少230株は、自己株式の消却による減少であります。
　
３．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
(親会社)

平成28年ストック・
オプションとしての
新株予約権
(注)

― ― ― ― ― ―

 

(注) 権利行使期間の初日が到来しておりません。

　
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。
　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,700,000 ― ― 4,700,000
 

　
２．自己株式に関する事項

該当事項はありません。
　
３．新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
(親会社)

平成28年ストック・
オプションとしての
新株予約権
(注)２

― ― ― ― ― ―

第２回新株予約権
(注)１．２

普通株式 ― 175,000 ― 175,000 175

第３回新株予約権
(注)１．２

普通株式 ― 240,000 ― 240,000 240

合計 ― ― 415,000 ― 415,000 415

 

（注）１．第２回新株予約権及び第３回新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものでありま

　　　　　す。　　

２．権利行使期間の初日が到来しておりません。
　
４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。
　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま

す。
 

 
前連結会計年度

(自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日)

現金及び預金 1,415,573千円 1,740,421千円

現金及び現金同等物 1,415,573千円 1,740,421千円
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(リース取引関係)

前連結会計年度（平成28年９月30日）

重要性が乏しいため省略しております。

 
当連結会計年度（平成29年９月30日）

重要性が乏しいため省略しております。

 
(金融商品関係)

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、当社及び子会社が事業活動を行っていく上で必要な運転資金及び設備投資資金を、主に銀行

借入や社債発行により調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、又、短期的な運

転資金を銀行借入により調達しております。

 
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヵ月以内の支払い期日であります。

借入金及び社債は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後７年であ

ります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

営業債権については、債権管理規程及び与信管理規程に従い、各グループ会社における営業担当部門が主要

な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②　市場リスク(金利等の変動リスク)の管理

当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するため、長期借入金を主体とした借入れを

行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

各部門からの報告に基づき担当部門が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等

により流動性リスクを管理しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません((注)２．参照)。

 

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,415,573 1,415,573 ―

(2) 受取手形及び売掛金 2,052,706   

　　　貸倒引当金　※１ △38,162   

 2,014,544 2,014,544 ―

資産計 3,430,117 3,430,117 ―

(1) 買掛金 42,222 42,222 ―

(2) 短期借入金 200,000 200,000 ―

(3) 未払法人税等 76,738 76,738 ―

(4) 未払消費税等 505,173 505,173 ―

(5) 未払金 171,293 171,293 ―

(6) 未払費用 864,804 864,804 ―

(7) 社債　※２ 145,000 147,124 2,124

(8) 長期借入金　※３ 1,100,387 1,103,548 3,161

負債計 3,105,619 3,110,905 5,286
 

※１　受取手形及び売掛金については対応する貸倒引当金を控除しております。

　２　1年内償還予定の社債は、社債に含めております。

　３　1年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

　

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

　

負  債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等、(4) 未払消費税等、(5)未払金、(6)未払費用

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

　

(7) 社債

これらの時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金の合計額を当該社

債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　

(8) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。
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(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 (単位：千円)

区　分
前連結会計年度

(平成28年９月30日)

敷金　※ 139,051
 

※敷金については、残存期間を特定できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とは

しておりません。

 
(注)３．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,415,573 ― ― ―

受取手形及び売掛金 2,052,706 ― ― ―

合計 3,468,279 ― ― ―
 

　

(注)４．社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 200,000 ― ― ― ― ―

社債 35,000 35,000 37,000 22,000 16,000 ―

長期借入金 304,215 314,792 192,801 184,644 82,224 21,711

合計 539,215 349,792 229,801 206,644 98,224 21,711
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当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、当社及び子会社が事業活動を行っていく上で必要な運転資金及び設備投資資金を、主に銀行

借入や社債発行により調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、又、短期的な運

転資金を銀行借入により調達しております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２カ月以内の支払い期日であります。

借入金及び社債は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後６年であ

ります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

営業債権については、債権管理規程に従い、各事業部門における営業担当部門が主要な取引先の状況を定期

的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を図っております。

②　市場リスク(金利等の変動リスク)の管理

当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するため、長期借入金を主体とした借入れを

行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

各部門からの報告に基づき担当部門が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等

により流動性リスクを管理しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません((注)２．参照)。

 

 
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 1,740,421 1,740,421 ―

(2) 受取手形及び売掛金 2,203,021   

　　　貸倒引当金　※１ △5,941   

 2,197,079 2,197,079 ―

資産計 3,937,501 3,937,501 ―

(1) 買掛金 49,106 49,106 ―

(2) 短期借入金 550,000 550,000 ―

(3) 未払法人税等 64,050 64,050 ―

(4) 未払消費税等 444,871 444,871 ―

(5）未払金 318,184 318,184 ―

(6) 未払費用 886,184 886,184 ―

(7) 社債　※２ 110,000 110,896 896

(8) 長期借入金　※３ 1,089,412 1,090,033 621

負債計 3,511,808 3,513,326 1,517
 

※１　受取手形及び売掛金については対応する貸倒引当金を控除しております。

　２　１年内償還予定の社債は、社債に含めております。

　３　１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

　

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

　

負  債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等、(4) 未払消費税等、(5）未払金、(6)未払費用

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

　

(7) 社債

これらの時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは、元利金の合計額を当該社

債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　

(8) 長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

 
(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 (単位：千円)

区　分
当連結会計年度

(平成29年９月30日)

敷金　※ 125,763
 

 

※敷金については、残存期間を特定できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とは

しておりません。
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(注)３．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,740,421 ― ― ―

受取手形及び売掛金 2,203,021 ― ― ―

合計 3,943,443 ― ― ―
 

　

(注)４．社債、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
 

 
１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

短期借入金 550,000 ― ― ― ― ―

社債 35,000 37,000 22,000 16,000 ― ―

長期借入金 335,072 213,081 204,924 102,504 224,279 9,552

合計 920,072 250,081 226,924 118,504 224,279 9,552
 

 

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　 第１回新株予約権

会社名 提出会社

決議年月日 平成28年３月15日

付与対象者の区分及び人数(注)１．

当社取締役　　　　　２名

当社常勤監査役　　　１名

当社従業員　　　　　８名

当社子会社取締役　　４名

当社子会社従業員　　84名

株式の種類及び付与数(注)２． 普通株式　256,250株

付与日 平成28年３月31日

権利確定条件
「第４　提出会社の状況　１．株式等の状況　(2)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。

対象勤務期間 ―

権利行使期間 平成30年４月１日から平成38年２月28日まで(注)３．
 

(注) １．付与対象者の区分は付与日における区分であります。

２．株式数に換算して記載しております。

３．新株予約権者は、行使期間にかかわらず、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場された日から

２年を経過する日まで、その権利を行使できない。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度(平成28年９月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

会社名 提出会社

決議年月日 平成28年３月15日

権利確定前(株)  

前連結会計年度末 ―

付与 256,250

失効 ―

権利確定 ―

未確定残 256,250

権利確定後(株)  

前連結会計年度末 ―

権利確定 ―

権利行使 ―

失効 ―

未行使残 ―
 

 

②　単価情報

会社名 提出会社

権利行使価格(円) 290

行使時平均株価(円) ―

付与日における公正な評価単価(円) ―
 

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

提出会社のストック・オプションについては、未公開企業であるため、本源的価値の見積りによっております。

当該本源的価値の見積りの基礎となる株式の評価方法は、類似上場企業比準方式に基づいた方法によっておりま

す。なお、算定した株式の評価額が権利行使価格以下となるため、付与時点の単位当たりの本源的価値は主として

零となり、ストック・オプションの公正な評価単位も主として零と算定しております。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。

　

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的価値

の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合

計額

(1) 当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　―千円

(2) 当連結会計年度中において権利行使された本源的価値　―千円
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当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

該当事項はありません。

 
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

　 第１回新株予約権

会社名 提出会社

決議年月日 平成28年３月15日

付与対象者の区分及び人数(注)１．

当社取締役　　　　　２名

当社常勤監査役　　　１名

当社従業員　　　　　８名

当社子会社取締役　　４名

当社子会社従業員　　84名

株式の種類及び付与数(注)２． 普通株式　256,250株

付与日 平成28年３月31日

権利確定条件
「第４　提出会社の状況　１．株式等の状況　(2)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。

対象勤務期間 ―

権利行使期間 平成30年４月１日から平成38年２月28日まで(注)３．
 

(注) １．付与対象者の区分は付与日における区分であります。

２．株式数に換算して記載しております。

３．新株予約権者は、行使期間にかかわらず、当社の普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場された日から

２年を経過する日まで、その権利を行使できない。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度(平成29年９月期)において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 第１回新株予約権

会社名 提出会社

決議年月日 平成28年３月15日

権利確定前(株)  

前連結会計年度末 256,250

付与 ―

失効 15,500

権利確定 ―

未確定残 240,750

権利確定後(株)  

前連結会計年度末 ―

権利確定 ―

権利行使 ―

失効 ―

未行使残 ―
 

 

②　単価情報

 第１回新株予約権

会社名 提出会社

権利行使価格(円) 290

行使時平均株価(円) ―

付与日における公正な評価単価(円) ―
 

 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

提出会社のストック・オプションについては、未公開企業であるため、本源的価値の見積りによっております。

当該本源的価値の見積りの基礎となる株式の評価方法は、類似上場企業比準法によっております。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお

ります。

　

５．ストック・オプションの単位当たりの本源的価値により算定を行う場合の当連結会計年度末における本源的価値

の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合

計額

(1) 当連結会計年度末における本源的価値の合計額　　　　6,018千円

(2) 当連結会計年度中において権利行使された本源的価値　  ―千円
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(税効果会計関係)

前連結会計年度(平成28年９月30日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 前連結会計年度
(平成28年９月30日)

繰延税金資産  
　未払事業税 7,239千円

　未払事業所税 8,942

　未払費用 18,040

　賞与引当金 17,500

　貸倒引当金 12,966

　ソフトウェア損金不算入 64,753

繰越欠損金 45,528

　その他 6,143

繰延税金資産小計 181,114

評価性引当額 △46,938

繰延税金資産合計 134,175
 

 

(注)　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 前連結会計年度
(平成28年９月30日)

　流動資産－繰延税金資産 61,400千円

　固定資産－繰延税金資産 72,775
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 

 前連結会計年度
(平成28年９月30日)

法定実効税率 35.4％

(調整)  
　交際費等損金不算入 1.1

　住民税均等割 4.8

　評価性引当額の増減額 5.0

　租税特別措置法の税額控除 △2.1

　その他 △4.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.9
 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成28年法律第15号)及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」(平成

28年法律第13号)が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は、前連結会計年度の計算において使用した35.4％から、平成28年10月１日に開始する連結会計年度及び平

成29年10月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については34.8％に、平成30年10月１日に開

始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については34.6％になります。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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当連結会計年度(平成29年９月30日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 当連結会計年度
(平成29年９月30日)

繰延税金資産  
　未払事業税 5,717千円

 未払事業所税 10,058

　未払費用 3,960

　賞与引当金 23,073

　貸倒引当金 1,552

　ソフトウェア損金不算入 122,882

　繰越欠損金 22,217

　その他 9,898

繰延税金資産小計 199,362

評価性引当額 △31,266

繰延税金資産合計 168,095

繰延税金負債  
　未収還付事業税 1,396

繰延税金負債合計 1,396

繰延税金資産純額 166,698
 

 

(注)　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 当連結会計年度
(平成29年９月30日)

　流動資産－繰延税金資産 46,609千円

　固定資産－繰延税金資産 120,089
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 当連結会計年度
(平成29年９月30日)

法定実効税率 34.8％

(調整)  
　交際費等損金不算入 1.1

　住民税均等割 2.6

　評価性引当額の増減額 6.9

合併による影響額 △12.3

　その他 △2.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.0
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(資産除去債務関係)

前連結会計年度(平成28年９月30日)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度(平成29年９月30日)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

当社グループは、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

当社グループは、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

【関連情報】

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　　

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

りらいあコミュニケーションズ㈱ 2,573,997 人材派遣紹介関連事業
 

 

EDINET提出書類

ＣＲＧホールディングス株式会社(E34352)

有価証券届出書（新規公開時）

 94/131



 

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

りらいあコミュニケーションズ㈱ 3,200,375 人材派遣紹介関連事業
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

当社グループは、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

当社グループは、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

該当事項はありません。

　

(イ)連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　

(ウ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

該当事項はありません。

 
（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

該当事項はありません。

　

(イ)連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　

(ウ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

当社役員 井上　弘 ― ―
当社代表
取締役会長

(被所有)
直接　48.7

被債務保証

連結子会社の
社債に対する
被債務保証

145,000 ― ―

連結子会社の
不動産賃貸借
に対する被債
務保証

34,501 ― ―

当社役員 古澤　孝 ― ―
当社取締役
社長

(被所有)
直接　13.8

被債務保証

連結子会社の
不動産賃貸借
に対する被債
務保証

27,446 ― ―

連結子会
社役員

大野　将幸 ― ―
連結子会社
取締役

― 被債務保証

連結子会社の
車両賃貸借に
対する被債務
保証

1,348 ― ―

連結子会
社役員

三並　史典 ― ―
連結子会社
代表取締役

(被所有)
直接　0.1

被債務保証

連結子会社の
借入に対する
被債務保証

165,596 ― ―

連結子会社の
不動産賃貸借
に対する被債
務保証

3,060 ― ―

連結子会
社役員

小林　啓志 ― ―
連結子会社
代表取締役

(被所有)
直接　0.1

被債務保証
連結子会社の
借入に対する
被債務保証

19,691 ― ―

 

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) ㈱キャスティングロードは社債及び不動産賃貸借に対して、㈱ジョブスは不動産賃貸借に対して、それぞ

れ当社代表取締役会長の井上弘から債務保証を受けております。

(2) ㈱キャスティングロードは不動産賃貸借に対して、当社取締役社長の古澤孝から債務保証を受けておりま

す。

(3) ㈱キャスティングロードは車両賃貸借に対して、連結子会社取締役の大野将幸から債務保証を受けており

ます。なお、平成28年６月30日で契約を解約したことに伴い、当該債務保証は解除されております。

(4) ㈱ジョブスは銀行借入及び不動産賃貸借に対して、㈱プロテクスは不動産賃貸借に対して、それぞれ連結

子会社代表取締役の三並史典から債務保証を受けております。

(5) ㈱ＣＲドットアイは銀行借入に対して、連結子会社代表取締役の小林啓志から債務保証を受けておりま

す。

(6) 取引金額は、社債及び銀行借入については被保証債務の当連結会計年度末残高を、不動産賃貸借について

は当該債務保証に係る年間の賃借料を記載しております。なお、連結子会社は当該債務保証について保証

料の支払及び担保提供を行っておりません。

 
当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)
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関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

該当事項はありません。

　

(イ)連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　

(ウ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

該当事項はありません。

　

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア)連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。）等

該当事項はありません。

 
(イ)連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

　

(ウ)連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

当社役員 井上　弘 ― ―
当社代表
取締役会長

(被所有)
直接　48.7

被債務保証

連結子会社の
社債に対する
被債務保証

110,000 ― ―

連結子会社の
不動産賃貸借
に対する被債
務保証

34,248 ― ―

当社役員 古澤　孝 ― ―
当社代表
取締役社長

(被所有)
直接　13.8

被債務保証

連結子会社の
不動産賃貸借
に対する被債
務保証

11,241 ― ―

連結子会
社役員

三並　史典 ― ―
連結子会社
代表取締役

(被所有)
直接　0.1

被債務保証

連結子会社の
借入に対する
被債務保証

117,624 ― ―

連結子会社の
不動産賃貸借
に対する被債
務保証

19,816 ― ―

連結子会
社役員

小林　啓志 ― ―
連結子会社
代表取締役

(被所有)
直接　0.1

被債務保証
連結子会社の
借入に対する
被債務保証

13,208 ― ―

 

(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) ㈱キャスティングロードは社債及び不動産賃貸借に対して、㈱ジョブスは不動産賃貸借に対して、それぞ

れ当社代表取締役会長井上弘から債務保証を受けております。

(2) ㈱キャスティングロードは不動産賃貸借に対して当社代表取締役社長古澤孝から債務保証を受けておりま

す。

(3) ㈱ジョブスは銀行借入及び不動産賃貸借に対して、㈱プロテクスは不動産賃貸借に対して、それぞれ連結

子会社代表取締役三並史典から債務保証を受けております。

(4) ㈱ＣＲドットアイは、銀行借入に対して連結子会社代表取締役小林啓志から債務保証を受けております。

(5) 取引金額は、社債及び銀行借入については被保証債務の当連結会計年度末残高を、不動産賃貸借について

は当該債務保証に係る年間の賃借料を記載しております。なお、連結子会社は当該債務保証について保証

料の支払及び担保提供を行っておりません。
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(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日)

１株当たり純資産額 143.41円 186.02円

１株当たり当期純利益金額 18.69円 42.61円
 

(注) １．当社は、平成27年11月26日付で普通株式１株につき10,000株の株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しており

ます。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であり、期中平均株価が把握できないことから記載しておりません。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

(自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日)

当連結会計年度
(自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日)

１株当たり当期純利益金額   

　親会社株主に帰属する当期純利益金額(千円) 87,830 200,264

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　当期純利益金額(千円)

87,830 200,264

　普通株式の期中平均株式数(株) 4,700,000 4,700,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

平成28年３月15日　臨時株主
総会決議の第１回新株予約権
普通株式　256,250株

平成28年３月15日　臨時株主
総会決議の第１回新株予約権
普通株式　240,750株
 
平成29年４月24日　臨時株主
総会決議の第２回新株予約権
普通株式　175,000株
 
平成29年４月24日　臨時株主
総会決議の第３回新株予約権
普通株式　240,000株

 

　　

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。

 
【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年10月１日
至　平成30年６月30日)

減価償却費 20,668千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自　平成29年10月１日　至　平成30年６月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、人材派遣紹介関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年10月１日
至　平成30年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 68円18銭

 (算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 320,457

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

320,457

普通株式の期中平均株式数(株) 4,700,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

―

 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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【連結附属明細表】(平成29年９月30日現在)

【社債明細表】

 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

株式会社
キャスティング
ロード

第３回無担保社債
平成24年
６月29日

44,000
30,000
(14,000)

0.73 無担保社債
平成31年
６月28日

株式会社
キャスティング
ロード

第４回無担保社債
平成25年
７月22日

29,000
22,000
(7,000)

0.82 無担保社債
平成32年
７月22日

株式会社
キャスティング
ロード

第５回無担保社債
平成26年
６月30日

72,000
58,000
(14,000)

0.61 無担保社債
平成33年
６月30日

合計 ― ― 145,000
110,000
(35,000)

― ― ―
 

(注) １．「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。

２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額
 

１年以内
(千円)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

35,000 37,000 22,000 16,000 ―
 

　

 
【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 200,000 550,000 0.53 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 304,215 335,072 1.29 ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

796,172 754,340 1.15
平成30年10月１日～
平成35年７月21日

合計 1,300,387 1,639,412 ― ―
 

(注) １．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額
 

 
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

長期借入金 213,081 204,924 102,504 224,279
 

　

 
【資産除去債務明細表】

資産除去債務については、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に係る敷金の回収が最終的

に見込めないと認められる金額を合理的に見積もり、そのうち当連結会計年度の負担に属する金額を費用に計

上する方法をとっております。

このため、該当事項はありません。

　

 
(2) 【その他】

該当事項はありません。　
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年９月30日)
当事業年度

(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 71,915 91,737

  営業未収入金 ※１  46,738 ※１  56,797

  未収入金 ※１  12,616 ※１  207,903

  貯蔵品 14 4,847

  前払費用 3,049 9,463

  繰延税金資産 6,229 3,701

  その他 ― 589

  流動資産合計 140,563 375,041

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 9,413 11,046

    減価償却累計額 △2,922 △3,918

    建物（純額） 6,491 7,127

   工具、器具及び備品 3,613 4,460

    減価償却累計額 △655 △1,506

    工具、器具及び備品（純額） 2,958 2,953

   建設仮勘定 139 ―

   有形固定資産合計 9,589 10,081

  無形固定資産   

   商標権 1,081 972

   ソフトウエア 14,013 12,259

   その他 ― 5,490

   無形固定資産合計 15,095 18,722

  投資その他の資産   

   関係会社株式 410,857 422,857

   関係会社長期貸付金 635,000 855,000

   繰延税金資産 64,532 51,489

   その他 24,322 18,622

   投資その他の資産合計 1,134,712 1,347,968

  固定資産合計 1,159,396 1,376,772

 資産合計 1,299,960 1,751,813
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年９月30日)
当事業年度

(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 ※２  200,000 ※２  550,000

  1年内返済予定の長期借入金 150,000 150,000

  未払金 44,384 49,570

  未払費用 25,209 30,307

  未払法人税等 8,003 ―

  未払消費税等 3,978 26,038

  預り金 4,557 6,158

  賞与引当金 3,959 5,877

  その他 34 ―

  流動負債合計 440,126 817,953

 固定負債   

  長期借入金 512,500 ※２  562,500

  その他 5,843 3,781

  固定負債合計 518,343 566,281

 負債合計 958,470 1,384,234

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 50,000 50,000

  資本剰余金   

   その他資本剰余金 282,857 282,857

   資本剰余金合計 282,857 282,857

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 8,632 34,306

   利益剰余金合計 8,632 34,306

  株主資本合計 341,490 367,164

 新株予約権 ― 415

 純資産合計 341,490 367,579

負債純資産合計 1,299,960 1,751,813
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② 【損益計算書】

           (単位：千円)

          前事業年度
(自　平成27年10月１日
　至　平成28年９月30日)

当事業年度
(自　平成28年10月１日
　至　平成29年９月30日)

営業収益 ※１  495,715 ※１  574,068

営業費用   

 一般管理費 ※２,３  614,819 ※２  534,926

営業利益又は営業損失（△） △119,103 39,141

営業外収益   

 受取利息 ※４  5,308 ※４  7,798

 その他 0 1,059

 営業外収益合計 5,308 8,857

営業外費用   

 支払利息 3,207 6,005

 その他 ― 459

 営業外費用合計 3,207 6,464

経常利益又は経常損失（△） △117,003 41,535

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △117,003 41,535

法人税、住民税及び事業税 25,703 290

法人税等調整額 △67,232 15,570

法人税等合計 △41,529 15,860

当期純利益又は当期純損失（△） △75,473 25,674
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 50,000 861,026 861,026 84,106 84,106 ― 995,132 ― 995,132

当期変動額          

当期純損失（△）    △75,473 △75,473  △75,473  △75,473

自己株式の取得      △578,168 △578,168  △578,168

自己株式の消却  △578,168 △578,168   578,168 ―  ―

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
        ―

当期変動額合計 ― △578,168 △578,168 △75,473 △75,473 ― △653,641 ― △653,641

当期末残高 50,000 282,857 282,857 8,632 8,632 ― 341,490 ― 341,490
 

 

当事業年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

 (単位：千円)

 

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 50,000 282,857 282,857 8,632 8,632 ― 341,490 ― 341,490

当期変動額          

当期純利益    25,674 25,674  25,674  25,674

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       415 415

当期変動額合計 ― ― ― 25,674 25,674 ― 25,674 415 26,089

当期末残高 50,000 282,857 282,857 34,306 34,306 ― 367,164 415 367,579
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【注記事項】

(重要な会計方針)

前事業年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

 
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物(建物附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建物

附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　８～15年

工具、器具及び備品　　４～15年

 
(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

 

３．引当金の計上基準

賞与引当金

従業員への賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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当事業年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

 
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、建物(建物附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建物

附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　８～15年

工具、器具及び備品　　３～15年

 
(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

 

３．引当金の計上基準

賞与引当金

従業員への賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

 

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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(会計方針の変更)

前事業年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対応報告

第32号　平成28年６月17日)を当事業年度から適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係

る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、これによる財務諸表に与える影響は軽微であります。

 
当事業年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。

 
(表示方法の変更)

前事業年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。

 
(会計上の見積りの変更)

前事業年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。

 
(追加情報)

前事業年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事業年

度から適用しております。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産及び負債

 

 
前事業年度

(平成28年９月30日)
当事業年度

(平成29年９月30日)

営業未収入金 46,738千円 56,797千円

未収入金 12,616千円 195,606千円
 

 

※２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、コミットメントライン契約を締結しております。これらの契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(平成28年９月30日)
当事業年度

(平成29年９月30日)

コミットメントの総額 750,000千円 1,150,000千円

借入実行残高 200,000 750,000

差引額 550,000 400,000
 

なお、上記の契約については、以下のとおり財務制限条項が付されております。

これらの条項のうち(1)又は(2)のいずれか１項目以上に抵触した場合、当社は借入先の請求により期限の利益を

失い、直ちにその借入金全額を返済する義務を負っております。

又、(3)に抵触した場合、当社は上記の契約に基づく新規貸付の実行を受けられなくなります。

(1) 平成28年９月決算期を初回とする各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、純資産の部の合計額

を、平成27年９月決算期の年度決算期の末日における連結の純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日にお

ける連結の純資産の部の合計額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

(2) 平成28年９月決算期を初回とする各年度決算期の末日における当社の連結損益計算書において、経常損益の金

額を０円以上に維持すること。

(3) 平成28年３月を初回とする３月、６月、９月及び12月の各月末日における当社グループ各社の金融機関からの

借入の合計額が、収支ズレ(以下の計算式により算出される収支ズレを意味する。)と現預金を単純合算した金

額の合計額を上回らないこと。

収支ズレ＝売掛金＋棚卸資産－買掛金
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(損益計算書関係)

※１　営業収益のうち、関係会社との取引は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日)

当事業年度
(自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日)

経営指導売上高 495,715千円 574,068千円
 

 

※２　一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日)

当事業年度
(自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日)

役員報酬 154,050千円 166,860千円

給料手当 71,232 114,574

支払手数料 67,032 76,496

減価償却費 4,783 5,492

賞与引当金繰入額 3,959 5,877

研究開発費 184,949 ―
 

　

※３　一般管理費のうち、関係会社との取引は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日)

当事業年度
(自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日)

研究開発費 184,949千円 ―千円
 

 
※４　営業外収益のうち、関係会社との取引は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　平成27年10月１日
至　平成28年９月30日)

当事業年度
(自　平成28年10月１日
至　平成29年９月30日)

受取利息 5,302千円 7,796千円
 

 

(有価証券関係)

前事業年度(平成28年９月30日)

関係会社株式(貸借対照表計上額　410,857千円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、記載しておりません。

 

当事業年度(平成29年９月30日)

関係会社株式(貸借対照表計上額　422,857千円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、記載しておりません。
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(税効果会計関係)

前事業年度(平成28年９月30日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 前事業年度
(平成28年９月30日)

繰延税金資産  
　賞与引当金 1,378千円

　未払事業税 779

　ソフトウェア損金不算入 64,412

　未払費用 358

　前払費用 3,713

　その他 119

繰延税金資産小計 70,761

評価性引当額 ―

繰延税金資産合計 70,761
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

　

税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

 
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成28年法律第15号)及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」(平成

28年法律第13号)が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以降に開始する事業年度から法人税率等の

引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税

率は、前事業年度の計算において使用した35.4％から、平成28年10月１日に開始する事業年度及び平成29年10月１

日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については34.8％に、平成30年10月１日に開始する事業年度以

降に解消が見込まれる一時差異については34.6％になります。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。
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当事業年度(平成29年９月30日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 当事業年度
(平成29年９月30日)

繰延税金資産  
　賞与引当金 2,045千円

　ソフトウェア損金不算入 51,480

　未払費用 827

　繰越欠損金 1,950

　その他 315

繰延税金資産小計 56,619

評価性引当額 △306

繰延税金資産合計 56,312

  
繰延税金負債  
　未収還付事業税 1,122千円

繰延税金負債合計 1,122

繰延税金資産の純額 55,190
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 

 当事業年度
(平成29年９月30日)

法定実効税率 34.8％

(調整)  
　交際費等損金不算入 2.3

　住民税均等割 0.7

　評価性引当額の増減 0.7

　その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.2
 

 

　

 

(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成27年10月１日　至　平成28年９月30日)

該当事項はありません。

 
当事業年度(自　平成28年10月１日　至　平成29年９月30日)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】(平成29年９月30日現在)

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

 

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産        

　建物 9,413 1,632 ― 11,046 3,918 996 7,127

　工具、器具及び備品 3,613 846 ― 4,460 1,506 851 2,953

　建設仮勘定 139 ― 139 ― ― ― ―

有形固定資産計 13,166 2,479 139 15,506 5,424 1,847 10,081

無形固定資産        

　商標権 1,090 ― ― 1,090 118 109 972

　ソフトウエア 17,230 1,781 ― 19,011 6,751 3,535 12,259

　その他 ― 5,490 ― 5,490 ― ― 5,490

無形固定資産計 18,321 7,271 ― 25,592 6,869 3,644 18,722
 

 

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

賞与引当金 3,959 5,877 3,959 ― 5,877
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】(平成29年９月30日現在)

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 毎年10月１日から翌年９月30日まで

定時株主総会 毎事業年度末日から３ヵ月以内

基準日 毎年９月30日

株券の種類 ―

剰余金の配当の基準日
毎年３月31日
毎年９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え (注)１  

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 ―

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店 (注)１

　　買取手数料 1,500円(注)２

公告掲載方法
電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ
る公告をすることができない場合には、日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL：http://www.crgh.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注) １．当社株式は、株式会社東京証券取引所への上場に伴い、社債、株式等の振替に関する法律第128条第１項に

規定する振替株式となることから、該当事項はなくなる予定です。

２．単元未満株式の買取手数料は、当社株式が東京証券取引所に上場された日から「株式の売買の委託に係る手

数料相当額として別途定める金額」に変更されます。

３．当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨、定款に定めております。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

該当事項はありません。
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第三部 【特別情報】

 

第１ 【連動子会社の最近の財務諸表】

 

当社は、連動子会社を有していないため、該当事項はありません。
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第四部 【株式公開情報】

 

第１ 【特別利害関係者等の株式等の移動状況】
　

移動年月日
移動前
所有者の

氏名又は名称

移動前所有者
の住所

移動前
所有者の

提出会社との
関係等

移動後
所有者の氏名
又は名称

移動後所有者
の住所

移動後
所有者の

提出会社との
関係等

移動株数
(株)

価格(単価)
(円)

移動理由

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

古澤　孝
東京都
豊島区

特別利害関
係者等
( 当 社 取 締
役、当社子
会社の代表
取締役、大
株主上位10
名)
（注）５

50,000
14,500,000

(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

小田　康浩
東京都
府中市

特別利害関
係者等
( 当 社 取 締
役、当社子
会社の代表
取締役、当
社子会社の
取締役)
（注）８

15,000
4,350,000

(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

岡野　務
東京都
中野区

特別利害関
係者等
( 当 社 監 査
役、当社子
会社の監査
役)
（注）８

10,000
2,900,000

(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

阿久津　操
東京都
江東区

特別利害関
係者等
( 当 社 監 査
役)

2,500
725,000
(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

長井　亮輔
東京都
北区

特別利害関
係者等
( 当 社 監 査
役)

2,500
725,000
(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

大久保　裕次
神奈川県
川崎市
川崎区

当社従業員
（注）８

5,000
1,450,000

(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

中原　宏朗
千葉県
千葉市
稲毛区

当社子会社
の従業員
（注）８

5,000
1,450,000

(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

村上　輝
東京都
品川区

当社子会社
の従業員

2,500
725,000
(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

有田　竜徳
神奈川県
平塚市

当社子会社
の従業員
（注）６

2,500
725,000
(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため
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移動年月日
移動前
所有者の

氏名又は名称

移動前所有者
の住所

移動前
所有者の

提出会社との
関係等

移動後
所有者の氏名
又は名称

移動後所有者
の住所

移動後
所有者の

提出会社との
関係等

移動株数
(株)

価格(単価)
(円)

移動理由

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

朝生　光洋
東京都
江東区

当社子会社
の従業員

700
203,000
(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

椋野　要介
大阪府
豊中市

当社子会社
の従業員
（注）６

2,500
725,000
(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

三並　史典
東京都
府中市

特別利害関
係者等
(当社子会社
の代表取締
役)
（注）８

5,000
1,450,000

(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

恒元　祐二
千葉県
松戸市

当社子会社
の従業員
（注）７

2,500
725,000
(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

村本　義徳
大阪府
大阪市
北区

当社子会社
の従業員

2,500
725,000
(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
３月31日

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

小林　啓志
茨城県
守谷市

特別利害関
係者等
(当社子会社
の代表取締
役)
（注）８

5,000
1,450,000

(290)
(注)３

役職員への
イ ン セ ン
ティブ付与
のため

平成28年
９月28日

古澤　孝
東京都
豊島区

特別利害関
係者等
( 当 社 取 締
役、当社子
会社の代表
取締役、大
株主上位10
名)
（注）５

株式会社ＴＲ
Ｍ
代表取締役　
古澤　孝

東京都豊島
区東池袋４
－５－１

特別利害関
係者等(役員
等により総
株主の議決
権の過半数
が所有され
ている会社)
（注）８

200,000
58,000,000

(290)
(注)３

資産管理会
社への譲渡

平成30年
３月15日

村上　輝
東京都
品川区

当社の子会
社従業員

井上　弘
東京都
港区

特別利害関
係者等
(当社代表取
締役、当社
子会社の代
表取締役、
大株主上位
10名)

2,500
725,000
(290)
(注)３

当社の子会
社退職によ
る譲渡

 

(注) １．当社は、株式会社東京証券取引所マザーズへの上場を予定しておりますが、同取引所が定める有価証券上場

規程施行規則(以下、「同施行規則」という。)第253条の規定に基づき、特別利害関係者等(従業員持株会を

除く。以下１において同じ)が、新規上場申請日の直前事業年度の末日から起算して２年前の日(平成27年10

月１日)から上場日の前日までの期間において、当社の発行する株式又は新株予約権の譲受け又は譲渡(上場

前の公募等を除き、新株予約権の行使を含む。以下、「株式等の移動」という。)を行っている場合には、

当該株式等の移動の状況を同施行規則第219条第１項第２号に規定する「新規上場申請のための有価証券報

告書(Ⅰの部)」に記載するものとするとされております。
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２．当社は、同施行規則第254条の規定に基づき、上場日から５年間、上記株式等の移動状況に係る記載内容に

ついての記録を保存することとし、幹事取引参加者は、当社が当該記録を把握し、かつ、保存するための事

務組織を適切に整備している状況にあることを確認するものとするとされております。又、当社は、当該記

録につき、同取引所が必要に応じて行う提出請求に応じなければならないとされております。同取引所は、

当社が当該提出請求に応じない場合は、当社の名称及び当該請求に応じない状況にある旨を公表することが

できるとされております。又、同取引所は、当該提出請求により提出された記録を検討した結果、上記株式

等の移動の状況に係る記載内容が正確でなかったと認められる場合には、当社及び幹事取引参加者の名称並

びに当該記載内容が正確でなかったと認められる旨を公表することができるとされております。

３．移動価格算定方式は、次のとおりであります。

類似上場企業比準方式により算出した価格を総合的に勘案して、譲渡人と譲受人が協議の上、決定した価格

であります。

４．特別利害関係者等の範囲は次のとおりであります。

(1) 当社の特別利害関係者………役員、その配偶者及び二親等内の血族(以下、「役員等」という。)、役員等

により総株主の議決権の過半数が所有されている会社並びに関係会社及びそ

の役員

(2) 当社の大株主上位10名

(3) 当社の人的関係会社及び資本的関係会社並びにこれらの役員

(4) 金融商品取引業者等(金融商品取引法第28条第８項に規定する有価証券関連業を行う者に限る。)並びにそ

の役員、人的関係会社及び資本的関係会社

５．平成28年10月１日付で、当社の代表取締役に就任しております。

６．平成29年10月１日付で、特別利害関係者等（当社子会社の取締役）に該当しております。

７．平成29年６月１日付で、特別利害関係者等（当社子会社の代表取締役）に該当しております。

８．当該移動により、特別利害関係者等（大株主上位10名）に該当しております。
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第２ 【第三者割当等の概況】

 

１ 【第三者割当等による株式等の発行の内容】
 

項目 新株予約権① 新株予約権② 新株予約権③

発行年月日 平成28年３月31日 平成29年５月９日 平成29年５月９日

種類 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

発行数
普通株式　256,250株

(注)５
普通株式　175,000株 普通株式　240,000株

発行価格
１株につき　290円

(注)３
１株につき　316円

(注)３
１株につき　316円

(注)３

資本組入額 １株につき　145円 １株につき　158円 １株につき　158円

発行価額の総額 74,312,500円 55,300,000円 75,840,000円

資本組入額の総額 37,156,250円 27,650,000円 37,920,000円

発行方法

平成28年３月15日開催の
取締役会において新株予
約権(ストック・オプショ
ン)の付与に関する決議を
行っております。

平成29年４月14日開催の
取締役会において新株予
約権の付与に関する決議
を行っております。

平成29年４月14日開催の
取締役会において新株予
約権の付与に関する決議
を行っております。

保有期間等に関する確約 ― (注)２ (注)２
 

(注) １．第三者割当等による募集株式の割当て等に関する規制に関し、㈱東京証券取引所の定める規則は、以下のと

おりであります。

(1) 同取引所の定める同施行規則第257条の規定において、新規上場申請者が、新規上場申請日の直前事業年

度の末日から起算して１年前より後において、第三者割当等による募集新株予約権（会社法第238条第１

項に規定する募集新株予約権をいい、同施行規則第259条に規定する新株予約権を除く。）の割当てを

行っている場合には、新規上場申請者は、割当てを受けた者との間で、書面により募集新株予約権の継続

所有、譲渡時及び同取引所からの当該所有状況にかかる照会時の同取引所への報告並びに当該書面及び報

告内容の公衆縦覧その他同取引所が必要と認める事項について確約を行うものとし、当該書面を同取引所

が定めるところにより提出するものとされております。

(2) 当社が、前項の規定に基づく書面の提出等を行わないときは、同取引所は上場申請の不受理又は受理の取

消しの措置をとるものとしております。

(3) 当社の場合、上場申請日直前事業年度の末日は、平成29年９月30日であります。

２．同施行規則第257条第１項第１号の規定に基づき、当社は割当てを受けた者との間で、割当てを受けた募集

新株予約権(以下「割当新株予約権」という)を、原則として割当てを受けた日から上場日以後６ヶ月間を経

過する日(当該日において割当新株予約権の割当日以後１年間を経過していない場合には、割当日以後１年

間を経過する日)まで所有する等の確約を行っております。

３．新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額は、第１回新株予約権については類似上場企業比準法によ

り、第２回及び第３回新株予約権については、純資産価額方式及び類似上場企業比準方式の折衷法により算

出した価格を総合的に勘案して、決定しております。

４．新株予約権の行使時の払込金額、行使期間、行使の条件及び譲渡に関する事項については以下のとおりであ

ります。
 

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

行使時の払込金額 １株につき　290円 １株につき　315円 １株につき　315円

行使期間
平成30年４月１日から
平成38年２月28日まで

平成31年12月１日から
平成36年５月８日まで

平成31年12月１日から
平成36年５月８日まで

行使の条件
「第二部　企業情報　
第４　提出会社の状
況　１　株式等の状
況　(2)新株予約権等の
状況」に記載のとおり
であります。

「第二部　企業情報　
第４　提出会社の状
況　１　株式等の状
況　(2)新株予約権等の
状況」に記載のとおり
であります。

「第二部　企業情報　
第４　提出会社の状
況　１　株式等の状
況　(2)新株予約権等の
状況」に記載のとおり
であります。

譲渡に関する事項

 

５．退職等により27名、51,750株分の権利が喪失しております。　
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２ 【取得者の概況】

第１回新株予約権

　

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

古澤　孝　 東京都豊島区 会社役員 50,000
14,500,000

(290)

特別利害関係者等
(当社の取締役、当社
子会社の代表取締
役、大株主上位10名)
（注）２

小田　康浩 東京都府中市 会社役員 30,000
8,700,000

(290)

特別利害関係者等
(当社の取締役、当社
子会社の代表取締
役、当社子会社の取
締役)

三並　史典 東京都府中市 会社役員 15,000
4,350,000

(290)

特別利害関係者等
(当社子会社の代表取
締役)

小林　啓志 茨城県守谷市 会社役員 12,000
3,480,000

(290)

特別利害関係者等
(当社子会社の代表取
締役)

岡野　務 東京都中野区 会社役員 10,000
2,900,000

(290)

特別利害関係者等
(当社の監査役、当社
子会社の監査役)

大久保　裕次 神奈川県川崎市川崎区 会社員 6,000
1,740,000

(290)
当社の従業員

酒井　大 千葉県松戸市 会社員 6,000
1,740,000

(290)
当社の従業員

中原　宏朗 千葉県千葉市稲毛区 会社員 6,000
1,740,000

(290)
当社子会社の従業員

有田　竜徳 神奈川県平塚市 会社員 4,500
1,305,000

(290)
当社子会社の従業員
（注）３

椋野　要介 大阪府豊中市 会社員 4,500
1,305,000

(290)
当社子会社の従業員
（注）３

恒元　祐二 千葉県松戸市 会社員 4,500
1,305,000

(290)
当社子会社の従業員
（注）４

村本　義徳 大阪府大阪市北区 会社員 4,500
1,305,000

(290)
当社子会社の従業員

朝生　光洋 東京都江東区 会社員 3,000
870,000
(290)

当社子会社の従業員

三浦　康雅 東京都江戸川区 会社員 3,000
870,000
(290)

当社子会社の従業員

佐々木　達也 東京都江戸川区 会社員 2,000
580,000
(290)

当社子会社の従業員

永嶋　修 宮城県仙台市泉区 会社員 1,500
435,000
(290)

当社子会社の従業員

早瀬　仁洋 北海道札幌市中央区 会社員 1,500
435,000
(290)

当社子会社の従業員

田中　竜児 大阪府大阪市淀川区 会社員 1,500
435,000
(290)

当社子会社の従業員

福岡　孝 沖縄県那覇市 会社員 1,500
435,000
(290)

当社子会社の従業員

英　雄一郎 埼玉県川口市 会社員 1,500
435,000
(290)

当社子会社の従業員

金田一　いづみ 茨城県水戸市 会社員 1,500
435,000
(290)

当社子会社の従業員

渋谷　道人 千葉県柏市 会社員 1,500
435,000
(290)

当社子会社の従業員

阿部　禎之 神奈川県川崎市高津区 会社員 1,500
435,000
(290)

当社子会社の従業員
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取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

中野　貴之 茨城県取手市 会社員 1,000
290,000
(290)

当社子会社の従業員

伊藤　寛 埼玉県志木市 会社員 1,000
290,000
(290)

当社子会社の従業員

斉藤　一弥 東京都江東区 会社員 1,000
290,000
(290)

当社子会社の従業員

永塚　政義 北海道札幌市西区 会社員 1,000
290,000
(290)

当社子会社の従業員

上野　和昭 奈良県生駒市 会社員 1,000
290,000
(290)

当社子会社の従業員

長内　明信 茨城県つくばみらい市 会社員 1,000
290,000
(290)

当社子会社の従業員

石原　尚芳 東京都渋谷区 会社員 750
217,500
(290)

当社の従業員

田中　英夫 東京都品川区 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

中山　浩 千葉県市川市 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

下山田　香織 東京都品川区 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

中野　学 兵庫県西宮市 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

長田　宏行 福岡県福岡市東区 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

大黒　泰弘 福岡県福岡市城南区 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

荻本　信之
福岡県北九州市小倉南
区

会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

嶋　栄治 熊本県熊本市中央区 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

吉成　拓人 埼玉県越谷市 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

阿部　隼平 東京都練馬区 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

小川　昌也 埼玉県春日部市 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

大熊　理恵 大阪府大阪市北区 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

髙崎　和美 東京都練馬区 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

小野　春奈 東京都三鷹市 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

梅田　憲一 北海道札幌市豊平区 会社員 750
217,500
(290)

当社子会社の従業員

大川　祐次 埼玉県草加市 会社員 500
145,000
(290)

当社の従業員

越戸　惇介 千葉県柏市 会社員 500
145,000
(290)

当社の従業員
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取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

坂田　久美子 東京都西東京市 会社員 500
145,000
(290)

当社の従業員

青木　和人 東京都東村山市 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

矢代　夕佳 東京都調布市 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

扇原　浩司 北海道札幌市中央区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

坂口　瑞枝 茨城県竜ケ崎市 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

古澤　大輔
神奈川県横浜市神奈川
区

会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

竹井　真和 東京都練馬区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

山田　恭平 北海道札幌市白石区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

松本　塑生 北海道札幌市厚別区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

高濱　正義 北海道札幌市北区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

藤田　剛史 大阪府大阪市北区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

村上　由希子 福岡県福岡市東区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

奥平　喬之 沖縄県那覇市 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

増田　卓也 千葉県市川市 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

高田　博文 東京都調布市 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

細川　恵理 神奈川県川崎市中原区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

所　実佳 茨城県水戸市 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

白上　真琴 東京都品川区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

佐々木　利明 北海道札幌市中央区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

數矢　広樹 東京都墨田区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

奈良部　則之 東京都世田谷区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

古川　秀夫 埼玉県さいたま市南区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

内藤　香麻理 神奈川県川崎市中原区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

名波　芳弘 東京都練馬区 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員

澤野　睦男 埼玉県入間市 会社員 500
145,000
(290)

当社子会社の従業員
 

(注) １．退職等の理由により権利を喪失した者につきましては、記載しておりません。

２．平成28年10月１日付で、当社の代表取締役に就任しております。

３．平成29年10月１日付で、特別利害関係者等（当社子会社の取締役）に該当しております。

４．平成29年６月１日付で、特別利害関係者等（当社子会社の代表取締役）に該当しております。　
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第２回新株予約権

　

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

古澤　孝　 東京都豊島区 会社役員 175,000
55,300,000

(316)

特別利害関係者等
(当社の代表取締役、
当社子会社の代表取
締役、大株主上位10
名)

 

　

第３回新株予約権

　

取得者の氏名
又は名称

取得者の住所
取得者の
職業及び

事業の内容等

割当株数
(株)

価格(単価)
(円)

取得者と
提出会社との関係

持田　秀之 東京都港区 税理士 240,000
75,840,000

(316)

社外協力者(顧問税理
士)
（注）

 

(注)　当社の顧問税理士であり、「単独運用・特定金外信託（新株予約権活用型インセンティブプラン）」の受託者

として発行しております。

 

３ 【取得者の株式等の移動状況】

該当事項はございません。
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第３ 【株主の状況】
　

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

株式総数に対
する所有株式数
の割合(％)

井上　弘　(注)１．２．６． 東京都港区
2,289,300

(―)
43.04
(―)

レッドロック株式会社
(注)１．３．

東京都港区芝３－42－10
1,500,000

(―)
28.20
(―)

古澤　孝　(注)１．２．６． 東京都豊島区
875,000
(225,000)

16.45
(4.23)

持田　秀之　(注)９． 東京都港区
240,000
(240,000)

4.51
(4.51)

株式会社ＴＲＭ　(注)１．３． 茨城県常総市古間木沼新田591
200,000

(―)
3.76
(―)

小田　康浩　(注)１．４．７． 東京都府中市
45,000
(30,000)

0.85
(0.56)

三並　史典　(注)１．６．10． 東京都府中市
20,000
(15,000)

0.38
(0.28)

岡野　務　(注)１．５．８． 東京都中野区
20,000
(10,000)

0.38
(0.19)

小林　啓志　(注)１．６． 茨城県守谷市
17,000
(12,000)

0.32
(0.23)

大久保　裕次　(注)１．10. 神奈川県川崎市川崎区
11,000
(6,000)

0.21
(0.11)

中原　宏朗　(注)１．10. 千葉県千葉市稲毛区
11,000
(6,000)

0.21
(0.11)

有田　竜徳　(注)７. 神奈川県平塚市
7,000
(4,500)

0.13
(0.08)

椋野　要介　(注)７.10． 東京都大田区
7,000
(4,500)

0.13
(0.08)

恒元　祐二　(注)６. 千葉県松戸市
7,000
(4,500)

0.13
(0.08)

村本　義徳　(注)11. 東京都練馬区
7,000
(4,500)

0.13
(0.08)

酒井　大　(注)10． 千葉県松戸市
6,000
(6,000)

0.11
(0.11)

朝生　光洋　(注)10． 東京都江東区
3,700
(3,000)

0.07
(0.06)

三浦　康雅　(注)11． 東京都江戸川区
3,000
(3,000)

0.06
(0.06)

阿久津　操　(注)５． 東京都江東区
2,500
(―)

0.05
(―)

長井　亮輔　(注)５． 東京都北区
2,500
(―)

0.05
(―)

佐々木　達也　(注)11． 福岡県福岡市博多区
2,000
(2,000)

0.04
(0.04)

永嶋　修　(注)11． 埼玉県さいたま市岩槻区
1,500
(1,500)

0.03
(0.03)

早瀬　仁洋　(注)11． 東京都豊島区
1,500
(1,500)

0.03
(0.03)

田中　竜児　(注)11． 大阪府大阪市淀川区
1,500
(1,500)

0.03
(0.03)

福岡　孝　(注)11． 沖縄県那覇市
1,500
(1,500)

0.03
(0.03)

英　雄一郎　(注)11． 埼玉県川口市
1,500
(1,500)

0.03
(0.03)

金田一　いづみ　(注)11． 茨城県水戸市
1,500
(1,500)

0.03
(0.03)

渋谷　道人　(注)10． 千葉県柏市
1,500
(1,500)

0.03
(0.03)

阿部　禎之　(注)11． 神奈川県川崎市高津区
1,500
(1,500)

0.03
(0.03)
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氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

株式総数に対
する所有株式数
の割合(％)

中野　貴之　(注)11． 茨城県取手市
1,000
(1,000)

0.02
(0.02)

伊藤　寛　(注)11． 埼玉県志木市
1,000
(1,000)

0.02
(0.02)

斉藤　一弥　(注)11． 東京都江東区
1,000
(1,000)

0.02
(0.02)

永塚　政義　(注)11． 北海道札幌市西区
1,000
(1,000)

0.02
(0.02)

上野　和昭　(注)11． 奈良県生駒市
1,000
(1,000)

0.02
(0.02)

長内　明信　(注)11． 神奈川県横浜市港北区
1,000
(1,000)

0.02
(0.02)

石原　尚芳　(注)10． 東京都渋谷区
750
(750)

0.01
(0.01)

田中　英夫　(注)11． 東京都品川区
750
(750)

0.01
(0.01)

中山　浩　(注)11． 東京都調布市
750
(750)

0.01
(0.01)

下山田　香織　(注)11． 東京都品川区
750
(750)

0.01
(0.01)

中野　学　(注)11． 兵庫県西宮市
750
(750)

0.01
(0.01)

長田　宏行　(注)11． 熊本県熊本市中央区
750
(750)

0.01
(0.01)

大黒　泰弘　(注)11． 兵庫県神戸市中央区
750
(750)

0.01
(0.01)

荻本　信之　(注)11． 福岡県京都郡苅田町
750
(750)

0.01
(0.01)

嶋　栄治　(注)11． 東京都新宿区
750
(750)

0.01
(0.01)

吉成　拓人　(注)11． 埼玉県越谷市
750
(750)

0.01
(0.01)

阿部　隼平　(注)11． 東京都練馬区
750
(750)

0.01
(0.01)

小川　昌也　(注)11． 埼玉県久喜市
750
(750)

0.01
(0.01)

大熊　理恵　(注)11． 東京都新宿区
750
(750)

0.01
(0.01)

髙﨑　和美　(注)11． 東京都練馬区
750
(750)

0.01
(0.01)

小野　春奈　(注)11． 東京都杉並区
750
(750)

0.01
(0.01)

梅田　憲一　(注)10． 東京都練馬区
750
(750)

0.01
(0.01)

大川　祐次　(注)10． 埼玉県草加市
500
(500)

0.01
(0.01)

越戸　惇介　(注)10． 千葉県柏市
500
(500)

0.01
(0.01)

坂田　久美子　(注)10． 東京都西東京市
500
(500)

0.01
(0.01)

青木　和人　(注)11． 沖縄県那覇市
500
(500)

0.01
(0.01)

有馬　夕佳　(注)11． 東京都練馬区
500
(500)

0.01
(0.01)
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氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

株式総数に対
する所有株式数
の割合(％)

扇原　浩司　(注)11． 北海道札幌市中央区
500
(500)

0.01
(0.01)

安藤　瑞枝　(注)11． 埼玉県川口市
500
(500)

0.01
(0.01)

古澤　大輔　(注)11． 宮城県仙台市太白区
500
(500)

0.01
(0.01)

竹井　真和　(注)11． 東京都練馬区
500
(500)

0.01
(0.01)

山田　恭平　(注)11． 東京都新宿区
500
(500)

0.01
(0.01)

松本　塑生　(注)11． 北海道札幌市厚別区
500
(500)

0.01
(0.01)

高濱　正義　(注)11． 北海道札幌市東区
500
(500)

0.01
(0.01)

藤田　剛史　(注)11． 大阪府大阪市北区
500
(500)

0.01
(0.01)

村上　由希子　(注)11． 福岡県福岡市西区
500
(500)

0.01
(0.01)

奥平　喬之　(注)11． 大阪府大阪市東淀川区
500
(500)

0.01
(0.01)

増田　卓也　(注)11． 千葉県市川市
500
(500)

0.01
(0.01)

髙田　博文　(注)11． 神奈川区川崎市中原区
500
(500)

0.01
(0.01)

細川　恵理　(注)11． 神奈川県川崎市中原区
500
(500)

0.01
(0.01)

所　実佳　(注)11． 茨城県水戸市
500
(500)

0.01
(0.01)

白上　真琴　(注)10． 東京都品川区
500
(500)

0.01
(0.01)

佐々木　利明　(注)11． 北海道札幌市中央区
500
(500)

0.01
(0.01)

數矢　広樹　(注)11． 東京都墨田区
500
(500)

0.01
(0.01)

奈良部　則之　(注)11． 東京都世田谷区
500
(500)

0.01
(0.01)

古川　秀夫　(注)11． 埼玉県さいたま市南区
500
(500)

0.01
(0.01)

内藤　香麻理　(注)11． 東京都調布市
500
(500)

0.01
(0.01)

名波　芳弘　(注)11． 東京都練馬区
500
(500)

0.01
(0.01)

澤野　睦男　(注)11． 埼玉県入間市
500
(500)

0.01
(0.01)

計 ―
5,319,500
(619,500)

100.00
(11.65)

 

(注) １．特別利害関係者等(大株主上位10名)

２．特別利害関係者等(当社の代表取締役)

３．特別利害関係者等(役員等により総株主の議決権の過半数が所有されている会社)

４．特別利害関係者等(当社の取締役)

５．特別利害関係者等(当社の監査役)

６．特別利害関係者等(当社子会社の代表取締役)

７．特別利害関係者等(当社子会社の取締役)

８．特別利害関係者等(当社子会社の監査役)

９．当社の顧問税理士であり、「単独運用・特定金外信託(新株予約権活用型インセンティブプラン)」(第３回

新株予約権)の受託者であります。

10．当社の従業員

11．当社子会社の従業員

12．株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。

13．(　)内は、新株予約権による潜在株式数及びその割合であり、内数であります。　
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成30年８月27日

ＣＲＧホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 轟　　芳　　英 ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂　井　知　倫 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＣＲＧホールディングス株式会社の平成28年10月１日から平成29年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、Ｃ

ＲＧホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出

会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成30年８月27日

ＣＲＧホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 轟　　芳　　英 ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂　井　知　倫 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＣＲＧホールディングス株式会社の平成28年10月１日から平成29年９月30日までの第４期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＣＲＧ

ホールディングス株式会社の平成29年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出

会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成30年８月27日

ＣＲＧホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 轟　　芳　　英 ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂　井　知　倫 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＣＲＧホールディングス株式会社の平成27年10月１日から平成28年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、Ｃ

ＲＧホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出

会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

ＣＲＧホールディングス株式会社(E34352)

有価証券届出書（新規公開時）

129/131



独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成30年８月27日

ＣＲＧホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 轟　　芳　　英 ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂　井　知　倫 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＣＲＧホールディングス株式会社の平成27年10月１日から平成28年９月30日までの第３期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＣＲＧ

ホールディングス株式会社の平成28年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

(注) １．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出

会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

　

平成30年８月27日

ＣＲＧホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 轟　　芳　　英 ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂　井　知　倫 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＣＲＧホール

ディングス株式会社の平成29年10月１日から平成30年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年

４月１日から平成30年６月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年10月１日から平成30年６月30日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＣＲＧホールディングス株式会社及び連結子会社の平成30年６月

30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券

届出書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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